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□参考	
 

【幕田会長】【鈴木副社長】【大山副社長】	
 

……2009 年 6 月 26 日『東北電力第 85 回定時株主総会での東北電力からの一括回答』	
 

日時□2009 年 6 月 26 日（金）10 時～11 時 48 分	
 

会場□電力ビル７階電力ホール	
 

【幕田会長】続きまして、事前に書面によるご質問を頂戴しておりますので、一括してご回

答申しあげます。回答につきましては会社として行うものでございますので、私から鈴木副

社長と大山副社長を指名させていただきます。なお、ご質問のうち付属明細書の範囲を超え

ているもの、個々の業務執行の詳細に関するもの、契約上の守秘義務に関するもの、当社が

関与していないもの等につきましては、会社法の規定に基づきまして回答を省略させていた

だいております。また、たくさんのご質問を頂戴いたしておりますので、いくつかのグルー

プに取りまとめて回答させていただきます。	
 

【鈴木副社長】取締役副社長の鈴木滿でございます。私からは、まず第一に当年度の収支お

よび経営戦略に関するご質問につきましてご回答申しあげます。	
 

第二に、当社の株価および配当に関するご質問につきましてご回答申しあげます。	
 

第三に、役員の賞与および報酬額の開示に関するご質問につきましてご回答申しあげます。	
 

最後に、低炭素社会の実現に向けた取り組みに関し、環境配慮型経営組織、新エネルギー

についてどのような計画を考えているのか、とのご質問につきましてご回答申しあげます。 
【大山副社長】取締役副社長の大山正征でございます。私からは、まず第一に、昨年以降女

川原子力発電所において発生した火災や制御棒の誤挿入などの事象に関するご質問につきま

してご回答申しあげます。	
 

第二に、女川１号機については耐震工事に多額の費用を要することを考えれば廃炉にすべ

きではないか、とのご質問につきましてご回答申しあげます。	
 

第三に、プルサーマル計画に関するご質問につきましてご回答申しあげます。	
 

最後に、電磁界の調査および研究の状況に関するご質問につきましてご回答申しあげます。 
	
 

【回答】【資料】	
 

……2009 年７月 21 日『東北電力株主総会事後説明会（「説明の場」）』での、東北電力から

の事後回答と配布された資料	
 

日時□2009 年７月 21 日（火）18 時～20 時 5 分	
 

会場□ハーネル仙台４階青葉	
 

脱原発東北電力株主の会……篠原、末永、須田、大友、佐藤、篠原	
 

東北電力㈱……総務部（株式）課長・高野、（総務）課長・渡辺、お客さま提案部、

営業部、電力システム部、原子力部課長・平川・横式、火力部、燃料部、経理部、

広報・地域交流部副長・井畑、グループ事業推進部、企画部、原子力考査室等を

含め 28 名	
 

	
 

【8 月 21 日再回答】	
 

……2009 年７月 27 日付「再処理・プルサーマルに関する質問」に対する 8 月 21 日付東北

電力の再回答。	
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脱原発東北電力株主の会	
 

『第 85 回定時株主総会への事前質問書』と	
 

東北電力の一括回答及び事後回答	
 

	
 

	
 

１．今年１～３月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率は年率換算で、前期比マイナス１

５.２％と戦後最悪を記録しました。失業率はここ３カ月で計０.９ポイント悪化し、４

月の完全失業率は５.０％と５年５カ月ぶりに５％台に乗せました。「過去にない急速な

悪化」（総務省）が続き、今後は６％台に近づくとの見方は多い。新光総合研究所の集計

（５月２５日）によれば、東証１部上場企業１２０７社について、２０１０年３月期で

売上高が１１.２％減、経常利益が５.０％減という予想になっています。実際、発受電

が傾向的に低下して来ています（９ヵ月連続前年比割れ）。有利子負債額から見て債務比

率の増加が懸念されます。今後の景況見通しと財務戦略を示して下さい。	
 

【鈴木副社長】次に、今後の需要動向の見込みおよび設備投資の計画についてであります。

昨今の経済情勢の急激な悪化により、当社管内におきましても電力需要が減少しており

ますが、オール電化住宅の普及拡大や東北地域への企業立地などにより、中長期的には

需要が増加していくものと予想しております。当社といたしましては需要の増加をはじ

めとする様々な経営環境の変化にも柔軟に対応しうる、バランスのとれた設備の形成に

努めてまいります。	
 

	
 

２．当年度の経常損益が４３１億円の損失、当期純損益は３１７億円の損失となり、赤字

決算となっています。この１９５１年の創業以来最大の赤字を出してしまった根本的な

原因をどうとらえていますか。長期的な経営戦略に誤りはありませんでしたか。取締役

会の責任をどう考えていますか。	
 

【鈴木副社長】まず、当年度急激に収支が悪化した原因は何か、という点についてでありま

す。当年度大変厳しい収支となりましたのは、想定を大幅に超える燃料価格の高騰によ

り、燃料費や購入電力料が増加したことなどによるものでございます。その他の費用面

につきましても、経営のあらゆる分野にわたる効率化などに努めてまいりましたが、結

果として厳しい収支となったものでございます。	
 

	
 

３．２００７年度より傾向的且つ急激に収益が悪化して来ています。何故ですか。	
 

【回答】燃料価格の大幅な上昇などによる燃料費の増加や、原子力発電所の計画外停止の影

響などで収益が悪化したものであります。	
 

	
 

４．財務規律上、収益が悪化しつつある場合、債務は圧縮されるが、当社ではどのような

対策がとられているのですか。	
 

【鈴木副社長】次に、収支の悪化に対してどのような対策を考えているのか、という点につ

いてであります。当社は収支改善などの経営課題に的確に対応していくため、昨年、社

長を議長とする経営効率化推進会議を設置し、燃料費や修繕費・一般経費の抑制などの

施策を実行いたしました。今後も収支改善に向けて中長期的な原価低減策や生産性の向

上策についてさらに検討を深め、強靭な経営基盤を構築してまいります。	
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５．従来、配当性向と株価は順相関であったが、現況配当が維持されているにも拘らず株

価が下落しています。どの様に考えますか。	
 

【鈴木副社長】まず、配当を維持しているなかで株価が下落していることについてどう考え

るのか、という点についてであります。当社の株価は、世界的な金融危機の影響などに

よる金融資本市場全体の低迷もあり、昨年と比較し低い水準で推移しております。一般

的に株価は株式の需給環境のほか、金融資本市場における様々な要因により形成される

ものでありますので、配当のみをもって株価水準を評価することはできないものと考え

ております。	
 

	
 

６．	
 今後「配当」に期待出来ないとすれば、「デフェンシブ」としての景気変動にたいす

る抗力という特質性が剥落する、売買という「キャピタルゲイン」に移行せざるを得ま

せん。これは「安定株主」を失う恐れが生じます。どのようにすれば「配当」を維持出

来ると考えますか。	
 

【鈴木副社長】次に、今後も安定配当を維持できるのか、という点についてであります。配

当につきましては、安定配当の考え方を基本に当該年度の業績、中長期的な収支見通し、

経営目標の達成状況などを総合的に勘案し決定することとしております。今後とも経営

環境の変化に機動的かつ柔軟に対応し、経営基盤の強化を図ることなどにより、株主様

からのご期待に応えてまいりたいと考えております。	
 

	
 

７．当年度の販売電力量は３．５％減と過去最大の減少率を記録しましたが、これまでの

需要予測に問題はありませんでしたか。５年後、１０年後の需要動向をどう予測します

か。現有設備の検討、設備計画の見直しの必要はありませんか。	
 

【鈴木副社長】次に、今後の需要動向の見込みおよび設備投資の計画についてであります。

昨今の経済情勢の急激な悪化により、当社管内におきましても電力需要が減少しており

ますが、オール電化住宅の普及拡大や東北地域への企業立地などにより、中長期的には

需要が増加していくものと予想しております。当社といたしましては需要の増加をはじ

めとする様々な経営環境の変化にも柔軟に対応しうる、バランスのとれた設備の形成に

努めてまいります。	
 

	
 

８．２００６年以降、電気事業総体としては設備投資が増加して来ています。当社の設備

投資計画を景況判断と共に示して下さい。	
 

【鈴木副社長】次に、今後の需要動向の見込みおよび設備投資の計画についてであります。

昨今の経済情勢の急激な悪化により、当社管内におきましても電力需要が減少しており

ますが、オール電化住宅の普及拡大や東北地域への企業立地などにより、中長期的には

需要が増加していくものと予想しております。当社といたしましては需要の増加をはじ

めとする様々な経営環境の変化にも柔軟に対応しうる、バランスのとれた設備の形成に

努めてまいります。	
 

	
 

９．世界的にグリーン・ニューディール、再生可能エネルギーを重視する政策が大きな潮

流となりつつありますが、この動きを取締役会はどうとらえていますか。これまでの発

送電体制、販売戦略の見直しは検討課題に入っていませんか。	
 

【鈴木副社長】最後に、低炭素社会の実現に向けた取り組みに関し、環境配慮型経営組織、

新エネルギーについてどのような計画を考えているのか、とのご質問につきましてご回

答申しあげます。当社におきましては、風力発電や太陽光発電などの新エネルギーが及

ぼす電力系統への影響を分析・検証し、コスト面での評価も踏まえながら導入を進めて
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おります。また、低炭素社会の実現へ向け、まず平成 24 年度を目処に仙台火力発電所お

よび八戸火力発電所構内において、大規模な太陽光発電設備いわゆるメガソーラーを建

設・運転する計画であります。今後とも低炭素社会の実現に向けた中長期的な対応の方

向性や具体的な取り組みなどについて検討を進め、環境配慮型経営を推進していくこと

としております。	
 

	
 

１０．従来、当社では「不安定な電源」には積極的に対応出来ない、として「自然エネルギ

ー」の組み込みには消極的でした（株主質問への回答）。しかし今日、「マイクログリッ

ド」という新たな市場が形成されつつあるように思われます。当社はどのように対応し

ているのですか。	
 

【回答】当社は水力・地熱などを自ら開発するとともに、風力・太陽光についても導入する

など、技術面・コスト面に加え、電力品質への影響の課題を評価しつつ、これまでも積

極的に自然エネルギーを導入しております。「スマートグリッド」は、ＩＴ制御技術を利

用して、需要と供給をリアルタイムに一致させる電力系統網と聞いておりますが、現時

点では経済性はもとより技術面でも解決すべき課題が多いと考えておりまして、今後実

施される実証試験等の動向の把握に努めてまいります。	
 

	
 

１１．当年度、役員賞与を支給しない方針を決定した理由は何ですか。この廃止した制度を、

今後復活させるつもりはありますか。	
 

【鈴木副社長】まず、当年度役員賞与を支給しない理由はなにか、また今後の支給ついてど

う考えるのか、という点についてであります。当年度の厳しい収支状況を踏まえ、経営

としての姿勢を示すとともに、経営層が率先して効率化を進めていく決意を明らかにす

る観点から、平成２０年度にかかる取締役賞与は支給しないことといたしました。なお、

今後につきましては当該年度の業績や経営環境などを総合的に勘案して検討してまいり

ます。	
 

	
 

１２．会社経営に対する株主および社会の眼もますます厳しくなって来ています。不明朗な

会計に対する批判や明細の公開を求める声が大きくなり、当社も一昨年「役員退職慰労

金」を廃止し、さらに「監査役賞与金」を廃止しましたが、今回提出直前に共同株主提

案議案から取下げた、分配基準が不明朗で個々の支給額も公開されていない「取締役賞

与金」は廃止すべきという、株主の声も考慮しましたか。	
 

【鈴木副社長】まず、当年度役員賞与を支給しない理由はなにか、また今後の支給ついてど

う考えるのか、という点についてであります。当年度の厳しい収支状況を踏まえ、経営

としての姿勢を示すとともに、経営層が率先して効率化を進めていく決意を明らかにす

る観点から、平成２０年度にかかる取締役賞与は支給しないことといたしました。なお、

今後につきましては当該年度の業績や経営環境などを総合的に勘案して検討してまいり

ます。	
 

	
 

１３．役員報酬について、森岡耕二・関西大学教授は（Ｍailing-Ｌist で）以下のように述

べておられます。	
 

	
 	
 1)	
 取締役（および監査役）の報酬は、本来、株主総会の決議事項である。	
 	
 

	
 	
 2)	
 株主から経営を任されている取締役の報酬および退職慰労金の額を株主に知らせる

ことは、取締役会の株主に対する責務であり、取締役会には説明責任がある。	
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 3)	
 会社法によれば報酬委員会は、執行役及び取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定

に関する方針を定め、個人別に報酬を決めなければならない。したがって、その過程

と結果を総会に開示するべきである。	
 

	
 	
 4)	
 報酬の個別開示はいまや世界の流れである。	
 

	
 	
 5)	
 日本企業においては株主への企業情報の開示が十分でなく、密室経営的な体質が根強

く残っており、役員報酬の個別開示は情報開示の試金石である。	
 

	
 確かに、経団連のコーポレート・ガバナンス委員会では「個別開示」には否定的見解

を出しているが、他方みずほ総研のセミナー(０９年４月)では「これからの役員制度と

業績評価・役員報酬」と題して、『役員の役割・責務の明確化	
 業績評価項目と業績評価

指標	
 役員業績評価表の策定』『会社法施行で利益処分方式から費用処分方式への転換	
 	
 

会社業績、担当部門業績と役員貢献度の考え方	
 税務上の損金参入要件---事前確定届出

給与・利益連動給与	
 賞与・業績連動報酬の設計スタイル』等々【経営環境の激変に対

応できる、役員・取締役の役割・機能強化】が解決されねばならない焦眉の問題とされ

ています。	
 

	
 当社は、経営理念に「公共性」と「ＣＳＲ」を掲げています。当然その社会的責任（Ｃ

orporate	
 Ｓocial	
 Ｒesponsibility＝CSR）は、『個別開示を拒否する何等の理由も無い

（日経 08.09.19）』とする「東エレク（コード 8035）」以上のものであります。	
 

改めて、個別開示を拒否する根拠を説明して下さい。	
 

【鈴木副社長】次に、役員報酬について総額のみを開示し、個別の金額を開示しないのはな

ぜか、という点についてであります。当社では一昨年の第 83 回定時株主総会において、

取締役および監査役それぞれの報酬月額の総額を株主様からご承認いただいております。

さらに、支払った報酬総額につきましては、法令に基づき当該年度の事業報告において

株主様にご報告しております。このような方法は、法令に照らしても、また我が国の実

務慣行においても適法かつ妥当な取り扱いであり、経営に係るコストとしてその総額を

開示することが株主様にとって重要であると考えております。	
 

	
 

１４．会社法改正で経営効率化を目的として「委員会設置会社」項目が新設されましたが、

当社は対応していません。会社法改正の趣旨に反しているように思われますが、設置し

ない理由は何ですか。	
 

【鈴木副社長】次に、委員会設置会社に移行しないのは会社法改正の主旨に反しているので

はないか、という点についてであります。会社法の規定では監査役会設置会社や委員会

設置会社など複数の経営形態の中から各社が任意に選択することとなっており、当社と

いたしましては会社法に則り、従来から監査役会設置会社を選択しているものでござい

ます。	
 

	
 

１５．イタリア南部のレッチェで６月１２－１３日に開かれた主要８カ国（Ｇ８）財務大臣

会合は、国際的な経済・金融活動の適切性、健全性および透明性に関する共通の原則・

基準を「レッチェ・フレームワーク」として公表しました。その中では、コーポレート・

ガバナンスと共に「特に役員報酬」の透明性に言及しています。「個別開示の拒否」は世

界の潮流に棹差すように思われますが、「拒否」に拘る根拠を示して下さい。	
 

【鈴木副社長】次に、役員報酬について総額のみを開示し、個別の金額を開示しないのはな

ぜか、という点についてであります。当社では一昨年の第 83 回定時株主総会において、

取締役および監査役それぞれの報酬月額の総額を株主様からご承認いただいております。

さらに、支払った報酬総額につきましては、法令に基づき当該年度の事業報告において
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株主様にご報告しております。このような方法は、法令に照らしても、また我が国の実

務慣行においても適法かつ妥当な取り扱いであり、経営に係るコストとしてその総額を

開示することが株主様にとって重要であると考えております。	
 

	
 

１６．「リーマン・ショック」以降、「成果に応じた報酬」としての「ストックオプション」

が問題とされています。他方我が国では「成果」が無いにも拘らず「報酬」を得ている

状況が指摘されます。個別開示がなされないので、株主が当該報酬を妥当か否か判断す

る事は出来ません。これは「役員報酬」に株主は関与すべきで無いという趣旨ですか。	
 

【鈴木副社長】次に、役員報酬について総額のみを開示し、個別の金額を開示しないのはな

ぜか、という点についてであります。当社では一昨年の第 83 回定時株主総会において、

取締役および監査役それぞれの報酬月額の総額を株主様からご承認いただいております。

さらに、支払った報酬総額につきましては、法令に基づき当該年度の事業報告において

株主様にご報告しております。このような方法は、法令に照らしても、また我が国の実

務慣行においても適法かつ妥当な取り扱いであり、経営に係るコストとしてその総額を

開示することが株主様にとって重要であると考えております。	
 

 
１７．今年１月 5日から始まった｢株券電子化｣の制度変更に伴って、株主提案するためには、

まず個々の株主が証券会社等から「個別株主通知申出書」を入手、「個別株主通知」の手

続きを行い「受付票」を入手して、「株主提案権行使合意書兼委任状」とともに事務局に

返送、事務局が提案権を行使できる期間（わずか２週間以内）に３万株以上まとめて電

力会社に共同提案する手続きが必要になりました。２月、全国の株主運動 10 団体で改
善要望書を法務省・金融庁等に提出、提案権行使期間を４週間に延長する政令改正が３

月末より施行され、株主さんに株主提案への協力をお願いすることができました。とこ

ろが、株主さんも証券会社の担当者も初めてのことで、書類不備や記載もれに伴う返送

作業さらには電話の対応に追われる等混乱が続きましたが、２４７名で１４年続けて株

主提案出来ました。しかし、今回株主オンブズマンがソニーに対し７年続けてきた役員

報酬の個別開示提案を断念しました。 
手数料等が掛かっても共同提案者になっていただいた、当社の経営を想う多くの株主

の声を取締役会はどう考えますか。株主の権利を保証するために、「制度変更」等を国等

に働きかけるべきではないですか。	
 

【回答】株主様からのご提案の内容は、当社の経営方針に反するものや取締役会の業務執行

権限に関するものであり、取締役会として反対意見を付しております。結果として多く

の株主の皆様から取締役意見への賛成をいただいております。ただし、247 名の株主様

が当社経営に対してこうしたご意見を持っているという件につきましては、事実として

受け止めたいと存じます。個別株主通知つきましては、株主様であるということを確認

するために必要でありまして、当社は法の定めに基づき対応しているものであることを、

ご理解いただきたいと存じます。	
 

	
 

１８．「対処すべき課題」に「風通しの良い活力ある企業風土・組織風土を醸成する」とあり

ますが、これは女川原発で、トラブル隠し、操作ミス、管理の失敗が明らかになるたび

に繰り返されてきた言葉ですが、再発防止対策が報告される度毎に同じ誤りが繰り返さ

れて、一向に改善がみられません。その点をどう考えていますか。	
 

【大山副社長】まず、火災などの事象が続いたのは有効な再発防止対策を構築しなかったこ

とが原因ではないのか、という点についてであります。当社といたしましては、火災な

どの事象が発生したことにつきまして厳しく受け止めております。火災につきましては、
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火災を防止する仕組みや防火意識などの面から二度と起こさない覚悟で対策を立ててお

ります。また、女川１号機において安全上重要な機器に関する事象が続いたことにつき

ましては、各事象に共通する背景要因にまで踏み込み、再発防止対策を立案し、これら

の実施に当たっている所であります。今後とも安全を再優先に、発電所で共に働く協力

会社と一体となって再発防止に向けて取り組みます。	
 

	
 

１９．女川原発では、３度もの火災発生、低レベル放射性廃棄物輸送容器上蓋の固定ボルト

の閉め忘れ、誤操作による緊急炉心冷却装置（ＥＣＣＳ）の作動・冷却水漏れ事故、制

御棒誤挿入事故等の火災やミスなどが続発し、原子力安全・保安院から厳重注意をうけ

たり、社長ら５人を減給処分し、県・石巻市・女川町に何度も何度も謝罪を繰り返して

います。	
 

このように、事故等の“真の原因”を解明・把握しようとしない体質、究明できない

技術力、もしくは、真摯に反省しない倫理観の低さは、当社の社会的信用を大きく傷つ

けています。当社の安全管理、原子力品質保証体制の不備に対する取締役の責任を社会

的に明確にするため、取締役会がすべきことはなんだと考えますか。	
 

【大山副社長】次に、当社の安全管理体制・原子力品質保証体制にかかる責任について、ど

う受け止めているのか、という点についてであります。当社は、各事象について徹底し

た原因究明を行い対策を立ててまいりましたが、これを確実に実施していくことが大切

であると考えております。今後も役員が直接第一線の発電所員との対話を重ね、安全文

化の浸透・定着に努めてまいります。また当社は平成 18 年の原子力品質保証体制総点検

以来、その体制は着実に改善していると考えており、今後ともより高いレベルを目指し

てまいります。	
 

 
２０．女川原発１号機は、第１８回定期検査中（昨年２月 14 日から実施）の昨年６月１４日

の岩手・宮城内陸地震（Ｍ７.２、震源の深さ８㎞、内陸直下型）で水位検出フロートを
吊っていたテープが切れ水位指示発信機が故障し「ろ過水タンクレベル低」警報を発生

しポンプが停止。さらに、７月２４日の岩手県沿岸北部地震（Ｍ６.８、震源の深さ１０
８㎞、スラブ内地震）では、燃料プール冷却浄化系ポンプ（Ｂ）及び焼却炉排ガスブロ

ワが自動停止しました。 
７月に実施した超音波探傷検査で再循環系配管溶接継手部に長さ２７ミリ、深さ３.

８ミリの応力腐食割れが原因のひびが発見され１箇所を交換し、２月には、タービン建

屋の配管と原子炉建屋の高圧注水系配管の継手部も減肉のため２ヵ所交換しています。	
 

１０月、屋外電動機等点検建屋で火災が発生し、１１月には、原子炉建屋地下１階と

原子炉格納容器内の放射線管理区域内で耐震補強工事の溶接作業中、２度火災が発生。

２月、今度は操作ミスからＥＣＣＳが誤作動し冷却水漏れ事故。さらに原子炉圧力容器

の耐圧試験昇圧過程で原子炉冷却材浄化系逃し弁が作動し原子炉圧力が瞬時に降下する

トラブル。３月には、原子炉起動前点検で残留熱除去系配管に最高使用圧力を超える異

常圧力。１８日、やっと１３ヶ月ぶりに原子炉を起動したが、２３日、発電機出力上昇

中に制御棒の誤挿入・誤作動事故発生。さらに、４月、再開した発電機出力上昇作業中

の６日に給水加熱器ドレンポンプ（Ｂ）軸封部からの水漏れ事故。原因を特定しないま

ま出力上昇作業の再開を強行し、高圧注水系（非常用炉心冷却系の一部）機能検査中、

１５日にまた、原子炉建屋地下２階にある蒸気配管閉止フランジ部から水漏れ事故が発

生。５月にやっと営業運転を再開したが、６月１１日、発電系統接合部の油漏れで原子

炉手動停止事故を起こしています。 
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当社は、配管交換作業等に伴う工費や火災やトラブル続きで原発の設備利用率の低下

により、当年度の損失を約１４０億円と見込んでいると聞きましたがどうですか。	
 

【回答】平成 20 年度における自社の原子力発電所の計画外停止による影響額は、280 億円程

度と試算しております。	
 

	
 

２１．昨年１２月、中部電力は、運転開始から３０年以上経過し、配管爆発事故等で停止し

ていた、浜岡原発１・２号機の廃炉を決定しました。東海地震の震源域の真上にあり、

耐震補強工事に数千億円の費用がかかるためと、面子にこだわり遮二無二ごり押しして

来た経営陣が、今回初めて、「経済性」で判断し廃炉を決めたことは素晴らしいことだと

思います。当社も、老朽化が進み事故続きで修繕費がかさみ、耐震補強工事等をしても

来るべき宮城県沖地震に耐えられるかどうか判らない、“金食い虫”女川原発１号機の廃

炉を決断する時期ではないですか。	
 

【大山副社長】第二に、女川１号機については耐震工事に多額の費用を要することを考えれ

ば廃炉にすべきではないか、とのご質問につきましてご回答申しあげます。女川１号機

をはじめとする原子力発電所は、電力の安定供給や地球環境問題、エネルギー安全保障

の観点から必要不可欠な電源であります。女川１号機につきましては、従来から耐震安

全性を十分確保しておりますが、より一層の信頼性の向上を図るため、自主的に耐震裕

度向上工事を実施いたしました。今後とも安全確保を最優先に安全・安定運転に努めて

まいります。	
 

 
２２．女川原発で事故・火災・労災が頻発しています。特に１号機では、平成２０年秋から

平成２１年春にかけての第１８回定期検査終了前後の期間に、火災やＥＣＣＳ・制御棒

などの重要機器の事故などが続発しました。 
	
 	
 ①	
 定期検査の終了・運転再開を急ぐあまり、一つ一つの作業や安全確認が不十分にな

っていたのではありませんか。 
	
 	
 ②	
 作業再開を急ぐあまり、不十分で有効性の少ない再発防止対策を取急ぎ示すことで

“お茶を濁していた”のではありませんか。それゆえに火災・事故が続発したのでは

ありませんか。 
	
 	
 ③	
 作業再開のための再発防止対策提示を急ぐあまり、不十分・不正確な原因究明しか

なされていなかったのではありませんか。それゆえに有効な再発防止対策を構築でき

ず、火災・事故が続発したのではありませんか。 
⑦	
 事故が起こる度、社内で“その場しのぎ”の再発防止対策を打ち出し、そしてまた

事故を繰り返すという「悪循環」を根本的に断ち切るため、利害関係のない第三者機

関に事故調査・原因の徹底究明を委託し、原発の真の安全性確保を行おうという意思

はありませんか。 
【大山副社長】まず、火災などの事象が続いたのは有効な再発防止対策を構築しなかったこ

とが原因ではないのか、という点についてであります。当社といたしましては、火災な

どの事象が発生したことにつきまして厳しく受け止めております。火災につきましては、

火災を防止する仕組みや防火意識などの面から二度と起こさない覚悟で対策を立ててお

ります。また、女川１号機において安全上重要な機器に関する事象が続いたことにつき

ましては、各事象に共通する背景要因にまで踏み込み、再発防止対策を立案し、これら

の実施に当たっている所であります。今後とも安全を再優先に、発電所で共に働く協力

会社と一体となって再発防止に向けて取り組みます。	
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④	
 一般的にヒューマンエラーの一要因として挙げられる、注意力低下が生理学的に避

けられない「深夜作業」について、各種事故の原因究明の過程で、事故原因の可能性

の一つとしてきちんと検討していますか。定検短縮・運転再開を最優先にする経営方

針の下では、再発防止対策として「深夜作業の回避」を何があっても口に出せないの

ではないですか。そのため、最初からそれを原因項目から排除し、決して原因の一つ

として認めない態勢となっているのではないですか。 
【回答】当社は、原子力安全に関する品質方針を定め、その第１番目に安全最優先の徹底を

掲げ、さらなる安全・安定運転に向けた取り組み着実に実施しております。深夜作業に

ついては、事前に工事内容や必要な作業工程を継続するとともに、受注者とその内容を

調整し、作業員の安全や健康等に十分配慮した上で、必要な人員・日数・資器材を確保

するなど、万全の体制で実施しております。また、定期検査期間中は、当社と施工会社

が一体となり、定期的に工程会議などを開催しておりまして、工程変更などが発生した

場合でも作業内容の確認・調整・安全処置の周知など、徹底した安全管理に取り組んで

おります。今後とも安全を最優先に発電所の安全・安定運転を継続してまいります。	
 

	
 	
  
⑤	
 今回の定検期間中の作業日数とそのうち深夜作業がなされていた日数を、月毎に分

けて示して下さい。また、今回の定検期間中の深夜作業の頻度が、これまでの定検と

比べて多かったのか少なかったのか、具体的に示して下さい。 
【回答】女川１号機第 18 回定期検査におきましては、耐震裕度向上工事等により、これまで

の定期検査に比べて作業日数が長くなっていることから、深夜作業が行われていた日数

も長くなっております。深夜作業については、事前に工事内容や必要な作業工程を計画

するとともに、受注者とその内容を調整し、作業員の安全や健康等に十分配慮したうえ

で必要な人員・日数・資器材を確保するなど万全の体制で実施しております。また、定

期検査期間中は当社と施工会社が一体となり定期的に工程会議などを開催しており工程

変更などが発生した場合でも作業内容の確認・調整・安全処置の周知など、徹底した安

全管理に取り組んでおります。深夜作業の日数については、極めて詳細な事項でありま

して、説明する範囲を超えているためご説明は控えさせていただきます。	
 

	
  
⑥	
 作業の輻輳が事故原因・背景の一つに挙げられていましたが、人件費削減・作業工

程短縮を最優先とする経営方針の下では、人員不足や作業の詰め込みなどの事故の危

険要因・背景要因を低下させることはできないのではないですか。 
【回答】誤信号による非常用炉心冷却系の作動については、原子炉冷却材圧力バウンダリ漏

洩検査中であったものの、時間的制約を受けることはなく、工程優先の姿勢は見られま

せんでした。	
 当社は原子力安全に関する品質方針を定め、その第１番目に安全最優先

の徹底を掲げ、さらなる安全・安定運転に向けた取り組みを着実に実施しております。

定期検査中の作業については、事前に工事内容や必要な作業工程を計画するとともに、

受注者とその内容を調整し、作業員の安全や健康等に十分配慮した上で、必要な人員・

日数・資器材を確保するなど、万全の体制で実施しております。また、定期検査期間中

は、当社と施工会社が一体となり、定期的に工程会議などを開催しており、工程変更な

どが発生した場合でも作業内容の確認・調整・安全処置の周知など、徹底した安全管理

に取り組んでおります。各事象につきましては徹底した原因究明を行い、二度と起こさ

ないという覚悟で対策を立ててきておりまして、今後とも安全を最優先に再発防止対策

の定着に取り組んでいくこととしております。	
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２３．「プルサーマル計画延期」や「運転開始の大幅な遅れ」を見ると、「核燃再処理事業」

の負債は今後も増え続けます。自ら巨額（トップ 22 位・20186 億）の有利子負債額を抱

えながら「核燃再処理事業」に投資し続ける理由は何ですか。	
 

【大山副社長】次に、日本原燃を支援するのはなぜか、また原子燃料サイクル事業にどう取

り組むのか、という点についてであります。エネルギー資源の乏しい我が国において、

将来にわたり電力の安定供給を確保するためには、ウラン資源を有効活用することが必

要不可欠であり、当社といたしましても、国の原子力利用の基本的な考え方である原子

燃料サイクルを推進していくこととしております。今後とも国の方針のもとで他の電力

会社と協調し、必要な範囲で日本原燃への支援を実施して参ります。	
 

	
 

２４．「核燃再処理事業」が「不良資産化」しない根拠が在れば示して下さい。	
 

【大山副社長】次に、日本原燃を支援するのはなぜか、また原子燃料サイクル事業にどう取

り組むのか、という点についてであります。エネルギー資源の乏しい我が国において、

将来にわたり電力の安定供給を確保するためには、ウラン資源を有効活用することが必

要不可欠であり、当社といたしましても、国の原子力利用の基本的な考え方である原子

燃料サイクルを推進していくこととしております。今後とも国の方針のもとで他の電力

会社と協調し、必要な範囲で日本原燃への支援を実施して参ります。	
 

	
 

２５．現在当社の保有しているプルトニウムによって計画されている女川原発３号機でのプ

ルサーマルが実施できる期間（年数）はどの位ですか。	
 

【大山副社長】次に、女川３号機では現在保有しているプルトニウムを利用して、どの程度

の期間プルサーマルを実施できるのか、という点についてであります。現在保有してい

るプルトニウムに加え、再処理工場の操業にともない新たなプルトニウムも利用できる

見込みとなっております。したがいまして、女川３号機では継続的にプルサーマルを実

施することとしておりますので、特に実施期間を設けておりません。	
 

	
 

２６．今後日本原燃(株)の六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウムのうち、当社に供給

されるプルトニウム量は、年間いくらになる予定ですか。	
 

【回答】６月 12 日に公表いたしました、六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウムの利用

計画にある年間利用目安量のとおり、六ヶ所再処理工場が定格運転時に回収されるプル

トニウムのうち、当社へ割り当てられるプルトニウムの量は年間約 0.2 トンであります。	
 

	
 

２７．プルサーマルによって出る使用済ＭＯＸ燃料の利用計画、処理、処分の方法について

明らかにして下さい。	
 

【回答】使用済ＭＯＸ燃料の処理方策は、再処理工場の実績や、研究開発等を踏まえまして、

2010 年頃から検討を開始することとしており、当面の間、使用済ＭＯＸ燃料は、適切な

貯蔵管理を実施しております。また、使用済ＭＯＸ燃料から回収されるプルトニウムは

主に高速増殖炉用の燃料として使用することになると考えられます。なお、使用済ＭＯ

Ｘ燃料の再処理は国内外において実績があり、技術的には可能との見通しが得られてお

ります。	
 

	
 

２８．当社発行の「プルサーマルについて－リサイクルできる原子燃料－」というパンフレ

ットには、使用済燃料の約９７％は再利用することもできる「リサイクル燃料」だと説

明されていますが、どうすれば９７％の再利用が可能か具体的に説明して下さい。	
 

【回答】使用済燃料の中には、再利用できる資源といたしまして、ウラン 235 と新たに生成
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されたプルトニウムがそれぞれ１％、ウラン 238 が 93～95％含まれております。この 95

～97％のウラン・プルトニウムは、再処理によって核分裂生成物と分別され回収されま

す。回収プルトニウムは、ＭＯＸ燃料として再利用いたします。回収ウランは濃縮度約

１％でございますが、濃縮度が天然ウラン（0.7％）より高いため資源価値を有しており

まして、燃料とするために再利用することができます。したがいまして、回収された 95

～97％のウラン・プルトニウムは、再利用可能な資源として取り扱われることとなりま

す。なお再濃縮を行った後に残る劣化ウランにつきましては、これはウラン燃料用濃縮

後および回収ウラン燃料用濃縮後に係わりますが将来の利用これは高速増殖炉での利用

等が考えられますが、それに備えまして適切に貯蔵して行くこととしております。	
 

	
 

２９．当社が女川原発３号機で予定しているプルサーマル計画を５年延期することが最近発

表されましたが、その原因・理由を明らかにして下さい。	
 

【大山副社長】まず、プルサーマル計画を延期するのはなぜか、という点についてでありま

す。当社といたしましては、原子力委員会委員長の「電気事業者がこれまでに公表して

きた計画を納得感のあるものに速やかに改善すべきである」という旨のご意見を重く受

け止め、プルサーマル計画については遅くともＭＯＸ燃料加工工場が操業開始する平成

27 年度までに実施するよう見直しをいたしました。現在、国による厳格な安全審査およ

び地域の皆様への戸別訪問、地区説明会などの理解活動に全力で対応しているところで

あり、可能な限り早期に導入すべく最大限努力してまいります。	
 

	
 

３０．第６号議案に対する取締役会の意見の中に「ＭＯＸ燃料はすでに国内外での使用実績

があり」と述べられていますが、敦賀１号炉での２体、美浜１号炉の４体での使用をも

って国内での使用実績があると主張する、科学・技術的根拠は何ですか。	
 

【大山副社長】次に、国内でのＭＯＸ燃料の使用実績が足りず、安全性が確認できないので

はないか、という点についてであります。ＭＯＸ燃料つきましては国内の軽水炉では敦

賀 1 号機および美浜１号機で使用実績があり、少数体ではありますが燃料の健全性を確

認するためのデータを分析・評価し、燃料の特性を十分に確認しております。加えて、

海外において豊富な使用実績があり、ＭＯＸ燃料の使用にあたっての安全性は十分実証

されております。	
 

	
 

３１．昨年の株主総会での回答によれば、装荷核燃料３２０億４３００万円のウラン重量は

約３８８トンでトン当たり８２５９万円の評価額になっていますが、ＭＯＸ燃料はトン

当たりいくらの見積額になりますか。	
 

【回答】当社はＭＯＸ燃料の加工契約がありませんので、ＭＯＸ燃料のトン当たりの評価額

は回答できません。	
 

	
 

３２．経営効率化の推進の中に火力発電所の熱効率向上も挙げられていますが、現状どの段

階まで到達していますか。	
 

【回答】日常の細やかな運転管理、高効率発電設備の高稼働等により、火力発電所全体の熱

効力の維持・向上に努めておりまして、平成 20 年度は低位発熱量基準では約 44％とな

っております。なお、至近年の熱効率は年々向上しており、平成 17 年度と比較いたしま

すと１ポイント程度向上しております。	
 

	
 

３３．環境配慮型経営として新エネルギーの利用促進を進めるとありますが、具体的な計画

について明らかにして下さい。	
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【鈴木副社長】最後に、低炭素社会の実現に向けた取り組みに関し、環境配慮型経営組織、

新エネルギーについてどのような計画を考えているのか、とのご質問につきましてご回

答申しあげます。当社におきましては、風力発電や太陽光発電などの新エネルギーが及

ぼす電力系統への影響を分析・検証し、コスト面での評価も踏まえながら導入を進めて

おります。また、低炭素社会の実現へ向け、まず平成 24 年度を目処に仙台火力発電所お

よび八戸火力発電所構内において、大規模な太陽光発電設備いわゆるメガソーラーを建

設・運転する計画であります。今後とも低炭素社会の実現に向けた中長期的な対応の方

向性や具体的な取り組みなどについて検討を進め、環境配慮型経営を推進していくこと

としております。	
 

	
 

３４．メガソーラーの進展状況、今後の計画について説明して下さい。	
 

【鈴木副社長】最後に、低炭素社会の実現に向けた取り組みに関し、環境配慮型経営組織、

新エネルギーについてどのような計画を考えているのか、とのご質問につきましてご回

答申しあげます。当社におきましては、風力発電や太陽光発電などの新エネルギーが及

ぼす電力系統への影響を分析・検証し、コスト面での評価も踏まえながら導入を進めて

おります。また、低炭素社会の実現へ向け、まず平成 24 年度を目処に仙台火力発電所お

よび八戸火力発電所構内において、大規模な太陽光発電設備いわゆるメガソーラーを建

設・運転する計画であります。今後とも低炭素社会の実現に向けた中長期的な対応の方

向性や具体的な取り組みなどについて検討を進め、環境配慮型経営を推進していくこと

としております。	
 

	
 

３５．当年度の設備投資額２８０３億円のうち、電気事業が２５６７億円と昨年度の２１８

１億円から３８６億円増額になっていますが、この増額の主な内訳は何ですか。	
 

【回答】増加額 386 億円のうち 380 億円が当社単独でありまして、その内訳は電源 251 億円、

流通 35 億円、その他 94 億円であります。	
 

	
 

３６．資産の建設仮勘定が前期１７４７億９０００万円から当期２４１３億９７００万へと

６６６億７００万円増額している主な内訳について明らかにして下さい。	
 

【回答】北上幹線や十和田幹線などの工事が進捗していること等がございます。	
 

	
 

３７．核燃料の装荷核燃料２６９億４９００万円は、ウラン燃料何トンの価額ですか。前期

３２０億４３００万円から当期５０億９４００万円減額している理由は何ですか。	
 

【資料】・装荷ウラン重量は約 388ｔである。	
 

・当期中の減損が進み、装荷核燃料（資産価値）が減少したため。	
 

	
 

３８．加工中等核燃料が前期１０８７億３２００万円から当期１１５３億６０００万円に、

６６億２８００万円増額している理由は何ですか。加工中等核燃料の項目のうち再処理

核燃料の価額の計上額はいくらですか。	
 

【回答】増額している理由につきましては、加工工程半製品代の増加などであります。また、

計上額につきましては付属明細書の範囲を超えるものであり、回答を差し控えさせてい

ただきます。	
 

	
 

３９．使用済燃料再処理等積立金が前期１０６０億１６００万円から当期１０５４億４５０

０万円へと５億７１００万円減少している理由は何ですか。	
 

【回答】再処理役務料金の取り戻し額が当年度の外部積立金の積立額を上回ったためであり
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ます。	
 

	
 

４０．長期前払費用の期中増加額１２億７２００万円、期中減少額２４億１５００万円の主

な内訳について説明して下さい。	
 

【回答】期中増減につきましては、付属明細書記載の範囲を超える詳細事項であり、回答を

差し控えさせていただきます。	
 

	
 

４１．関係会社長期債務が前期４００万円から当期１６億２５００万円と大幅に増額してい

ますが、どこに対する保証債務ですか。	
 

【回答】これは関係会社に対する債務保証ではなく、平成 20 年度よりリース取引に関する会

計基準および適用指針を適用したことにより、関係会社とのリース取引に関わるリース

債務を計上したものであります。なお、関係会社との内訳については、詳細にわたる事

項であるため回答は差し控えさせていただきます。	
 

	
 

４２．｢引当金の計上基準｣に使用済燃料に対する再処理等の実施に要する費用の金額につい

て、「当事業年度において、再処理等を行う具体的な計画を有する使用済燃料の再処理

等の実施に要する費用の見積額が減少した」とありますが、減少した具体的理由につい

て説明して下さい。	
 

【回答】具体的理由につきましては、相手方との契約に関するものであり、回答は差し控え

させていただきます。	
 

	
 

４３．使用済燃料再処理等費１３５億１２００万円と使用済燃料再処理等引当金の期中増加

額１２１億９０００万円の差額１３億２２００万円の内訳について明らかにして下さい。	
 

【回答】使用済燃料の輸送費などであります。	
 

	
 

４４．使用済燃料再処理等引当金の目的使用１２０億４１００万円の内訳について説明して

下さい。	
 

【回答】再処理役務代額の支払いによる取崩しであります。	
 

	
 

４５．使用済燃料再処理等積立金１０６０億１６００万円と使用済燃料再処理等引当金の期

末残高１０９６億１９００万円に３６億３００万円の差額があるのは何故ですか。	
 

【回答】外部積立金を対象としない海外再処理分等も引当しておりますことから、期末残高

は一致しておりません。	
 

	
 

４６．電気事業営業費用に計上されている融通使用済燃料再処理等準備費３億９９００万円、

卸使用済燃料再処理等準備費１億６６００万円は、どこに支払われましたか。	
 

【回答】個別契約にかかわる事項であり、回答を差し控えさせていただきます。	
 

	
 

４７．当年度に発生した使用済燃料は何トンですか。そのうち再処理等を行う具体的な計画

を有しないものは何トンですか。	
 

【資料】・平成 20 年度に発生した使用済燃料は、約 50ｔ。このうち再処理等を行う具体的な

計画を有しないものは約 25ｔ。	
 

	
 

４８．２００５年に決定された「原子力政策大綱」では、使用済燃料は全量再処理すること
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になっていますが、これに反して、使用済燃料を再処理等を行う具体的な計画を有する

ものと、計画を有しない使用済燃料に分けている理由は何ですか。	
 

【回答】六ヶ所再処理工場の再処理状況量？は 40 年間で 3.2 万トンでありまして、これ以外

の再処理計画は 2010 年ごろから検討を開始する予定であります。六ヶ所処理工場での再

処理費用は平成 17 年 10 月施行の「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための

積立金の積立および管理に関する法律」等に基づきまして、使用済燃料再処理等引当金

として計上しております。これ以外の費用は、平成 19 年３月改正の電気事業会計規則に

基づきまして、平成 18 年度会計から企業会計上の引当てを実施しております。	
 

	
 

４９．当期末現在での日本原燃(株)への出資額、再処理契約量、再処理前払い金は、それぞ

れいくらになっていますか。	
 

【資料】・出資額は約 112 億円。	
 

・再処理委託予定数量は約 1400ｔ。	
 

・再処理前払金は約 446 億円。	
 

	
 

５０．当社の保有する核分裂性プルトニウム量は、当期末にはいくらになっていますか。	
 

ｋｇ単位で明らかにして下さい。	
 

【資料】・６月 12 日に公表した「六ケ所再処理工場で回収されるプルトニウムの利用計画」

では、平成20年 12月末時点における当社のプルトニウムの保有量は約337ｋｇである。

さらに、本年３月に日本原燃から約 27ｋｇが配分されている。	
 

	
 

５１．原子力発電施設解体引当金の計上で、原子力発電施設解体費の総見積額はいくらにな

っていますか。	
 

【資料】・総見積額は 2,184 億円である。	
 

	
 

５２．流動負債の諸前受金が前期７８２億４９００万円から当期１２５８億１０００万円へ

と４７５億６１００万円増加していますが、その理由は何ですか。	
 

【回答】大平洋 50 万ボルト系統整備に係る工事費負担金の増などによるものであります。	
 

	
 

５３．長期前払費用３４億４６００万円のうち、高レベル放射性廃棄物の貯蔵・輸送に係る

費用の計上額を示して下さい。	
 

【資料】・高レベル放射性廃棄物の輸送に係る費用の計上額は、２億 1,000 万円である。	
 

	
 

５４．地帯間購入電力料１２８１億３５００万円、他社購入電力料２２１９億２２００万円、

地帯間販売電力料２２１５億１３００万円、他社販売電力料１１億８２００万円となっ

ていますが、それぞれの電力量はいくらですか。	
 

【資料】・他社電力量	
 

	
 	
 	
 購入	
 	
 	
 	
 	
 	
 236 億 2,000 万ｋＷｈ	
 

	
 	
 	
 販売	
 	
 	
 	
 	
 	
 △1 億 1,000 万ｋＷｈ	
 

・地帯間融通電力量	
 

	
 	
 	
 購入	
 	
 	
 	
 	
 	
 122 億 8,000 万ｋＷｈ	
 

	
 	
 	
 販売	
 	
 	
 	
 	
 △214 億 5,000 万ｋＷｈ	
 

※△は当社からの送電分。	
 

	
 

５５．当年度の販売電力量８１１億ｋＷｈの内訳は、一般水力、地熱、火力、原子力別で、
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それぞれいくらですか。	
 

【資料】・販売電力量に対する当社発電設備での発電電力量	
 

	
 	
 	
 	
 	
 水力	
 	
 	
 	
 	
 	
 80 億 2,000 万ｋＷｈ	
 

	
 	
 	
 	
 	
 地熱	
 	
 	
 	
 	
 	
 8 億 5,000 万ｋＷｈ	
 

	
 	
 	
 	
 	
 火力	
 	
 	
 	
 	
 471 億 8,000 万ｋＷｈ（地熱除き）	
 

原子力	
 	
 	
 	
 188 億 4,000 万ｋＷｈ	
 

合計	
 	
 	
 	
 	
 748 億 9,000 万ｋＷｈ	
 

この他に他社受電、融通などがある。	
 

	
 

５６．当年度、他社の風力発電所からの受電は何社から、いくらの電力量になっていますか。

その購入電力料はいくらですか。	
 

【回答】平成 20 年度末における合計の件数・購入規模は、件数は 64 件、購入規模は約 50

万 3000 キロワットであります。	
 

	
 

５７．当年度、外部の太陽光発電からの買取電力量はいくらでしたか。その費用はいくらに

なっていますか。	
 

【回答】平成 20年度末における合計の件数・購入規模は２万 8000件、購入規模は約 10万
7000キロワットであります。 

	
 

５８．卸電力からの調達の現状はどうなっていますか。当年度の受電電力量、購入電力料は、

いくらですか。	
 

【資料】・当社は、地帯間購入として東京電力などから、他社購入としては電源開発（株）、

公営、共同火力などの卸電気事業者などから電気を購入している。	
 

・平成 20年度における受電電力量は 357 億 9,600 万ｋＷｈ、購入電力料は 3,500 億 5,700

万円である。	
 

	
 

５９．一般水力、地熱、火力、原子力別の設備利用率は、それぞれいくらですか。	
 

【資料】・当社発電設備における平成 20 年度の設備利用率	
 

水	
 力	
 	
 	
 	
 37.8％	
 

地	
 熱	
 	
 	
 	
 43.6％	
 

火	
 力	
 	
 	
 	
 49.5％（地熱除き）	
 

原子力	
 	
 	
 	
 65.7％	
 

	
 

６０．当年度の最大ピーク時電力はいつ、いくらでしたか。それは当社の発電設備能力の	
 	
 

何パーセントですか。また、年間設備利用率はいくらでしたか。	
 

【資料】・最大電力	
 平成 20 年８月７日 15 時	
 	
 	
 1,474 万ｋＷ	
 

・最大ピーク電力記録時当日における供給力（1,655 万ｋＷ）の 89.1％	
 

・当社設備の 20 年度の設備利用率	
 	
 	
 	
 	
 50.9％	
 

	
 

６１．当社の揚水式発電所の数とその施設能力はどうなっていますか。当年度の当社の揚水

式発電所の発電電力量とその揚水用動力量は、それぞれいくらになっていますか。	
 

【資料】・当社の揚水式発電所の数	
 	
 	
 	
 	
 ：２個所	
 

	
 	
 	
 	
 	
 設備容量	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ：46 万 2,340ｋＷ	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 第二沼沢発電所	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 46 万ｋＷ	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 池尻川発電所	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 2,340ｋＷ	
 

・当社揚水式発電所の発電電力量	
 	
 	
 ：6,000 万ｋＷｈ	
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 揚水動力量	
 	
 	
 ：8,000 万ｋＷｈ	
 

	
 

６２．電気事業営業費用の原子力発電費が１５６３億９６００万円となっていますが、この

費用と当期の原子力発電所の運転実績から、当社の原子力発電所の発電単価は、いくら

と見積もられますか。	
 

【回答】単年度の発電原価は、発電所の運転状況や発電所新設に伴う減価償却費の増加影響

などにより、年度によって大きく差が生ずることから、単純に損益計算書営業費用と発

電電力費用とで発電原価を算定するのは適当ではございません。なお、平成 20 年度の損

益計算書営業費用と発電電力量から原子力発電所の発電単価を単純に計算いたしますと

１キロワットアワー当り 8.3 円となります。	
 

	
 

６３．当年度の購入電力料は前年度に比べて、地帯間購入で１７３億５６００万円増、他社

購入で３３８億７４００万円増となっていますが、販売電力量が前年度に比べ３．８％

減となっているのに、いずれも増加している理由は何ですか。	
 

【回答】地帯間および他社購入の受電料はいずれも減少しているものの、燃料価格の高騰に

伴う購入単価の上昇によりまして、地帯間および他社購入電力料は増加しているもので

あります。	
 

	
 

６４．電気事業営業収益の事業者間精算収益について説明して下さい。	
 

【回答】事業者間精算収益とは、当社管内にある他事業者の発電所等から電気を他電力エリ

アに送電する場合に、送電先の電力会社からいただく当社ネットワークの使用料を収益

として計上しているものであります。	
 

	
 

６５．附帯事業のガス供給事業が、費用・収益とも約２２億円・３３億円と増加しています

が、これは何によるものですか。	
 

【回答】燃料価格の高騰に伴い、購入単価および販売単価が上昇したためであります。 
	
 

６６．附帯事業の熱供給事業の内容について説明してください。	
 

【回答】熱供給事業は、盛岡駅西口地区と仙台泉中央地区の２地区で事業を展開しておりま

して、お客様の冷暖房用として冷水と温水を供給いたしております。事業全体の収支で

は、平成 20 年度は平成 19 年度に続き単年度黒字となっております。	
 

	
 

６７．当社は一時期仙台市のガス供給事業に参入すると報じられていましたが、断念した理

由は何ですか。	
 

【回答】昨年来の急激な経済情勢の変化などにより今後の見通しがきわめて不透明となり、

事業計画の提示が困難であるとの判断に至ったためであります。	
 

	
 

６８．核燃料減損額９５億８１００万円は、使用済核燃料何トン分にあたりますか。	
 

【資料】・核燃料減損額に係る燃焼済重量は約 50ｔ。	
 

	
 

６９．原子力発電費の中に別途濃縮関連費として３億８１００万円が計上されていますが、

その内訳について明らかにして下さい。	
 

【回答】日本原燃の既存濃縮施設の廃棄物処理処分として日本原燃に支払ったものでありま

す。	
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７０．原子力発電費の特定放射性廃棄物処分費３５億３９００万円を計上するに当って、当

社の原子力発電所の年間発電電力量はいくらでしたか。ガラス固化体１体当たりの処分

単価をいくらとしていますか。	
 

【資料】・特定放射性廃棄物処分費は、原子炉の年間発電電力量を特定放射性廃棄物の量に換

算し、経済産業省令で定める処分単価を乗じて算出している。	
 

	
 	
 ○発電電力量	
 

	
 	
 	
 ・平成 20 年：205 億 4771 万 4,000ｋＷｈ	
 

	
 	
 ○ガラス固化体１体当たりの処分単価	
 

	
 	
 	
 ・平成 20 年：3,936 万 8,000 円	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 ※平成 21 年１月 26 日経済産業省令第２号より抜粋	
 

	
 

７１．原子力発電費の修繕費２６９億３７００万円の主な内容について説明して下さい。	
 

【回答】原子力発電所の定期点検工事などであります。	
 

	
 

７２．女川原発１号機の第１８回定期検査で行われた耐震裕度向上工事にかかった費用は、

どの項目にいくら計上されていますか。	
 

【回答】個別の工事費につきましては、付属明細書の記載範囲を超える詳細にわたる事項で

あるため、回答を差し控えさせていただきます。	
 

	
 

７３．原子力発電費の損害保険料が、前期９億６００万円から当期１１億５００万円へと約

２億円増額になっている理由は何ですか。	
 

【回答】損害保険料の支払いは当該年度に行なっておりますが、原子力発電所の運転実績に

基づきまして翌年度に保険料の払い戻しを受けております。運転実績に応じまして払戻

額に変動があったことから差異が生じたものであります。	
 

	
 

７４．原子力発電費の委託費が前々期は７１億７２００万円、前期８５億６０００万円から

当期１５４億６１００万円へと大幅に増額になっている内容について説明して下さい。	
 

【回答】主な内容は、耐震バックチェック費用の増加によるものでございます。	
 

	
 

７５．原子力発電費の固定資産除却費２０億４０００万円のうち、除却損１１億３８００万

円の主な内容について明らかにして下さい。	
 

【回答】東通原子力発電所の耐震性向上工事に係るものなどでございます。 
	
 

７６．女川原発１号機の第１８回定期検査の従事者被曝の総線量、平均線量、最大線量およ

び１日当たりの最大線量、従事者数を、計画値・実績値別にそれぞれ明らかにして下さ

い。	
 

【資料】・女川１号機第１８回定期検査	
 

	
 計画値	
 実績値	
 

総線量	
 約１．８７人・Ｓｖ	
 約２．３５人・Ｓｖ※	
 

個人の日最大線量	
 ２．００ｍＳｖ	
 １．６２ｍＳｖ	
 

平均線量	
 －	
 ０．５６ｍＳｖ	
 

個人の期間最大線量	
 －	
 １７．５６ｍＳｖ	
 

従事者数	
 －	
 ４，１８６人	
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※申請当初に計画されていなかった耐震裕度向上工事、および原子炉再循環系配管取替

工事の追加等により計画値を上回ったもの。	
 

	
 

７７．女川原発２号機の第１０回定期検査での上記従事者被曝線量をそれぞれ明らかにして

下さい。	
 

【資料】・女川２号機第１０回定期検査（定検中のため平成２１年６月１５日までの実績）	
 

	
 計画値	
 実績値	
 

総線量	
 約１．８１人・Ｓｖ	
 約１．４２人・Ｓｖ	
 

個人の日最大線量	
 ２．００ｍＳｖ	
 １．６２ｍＳｖ	
 

平均線量	
 －	
 ０．５３ｍＳｖ	
 

個人の期間最大線量	
 －	
 １３．７６ｍＳｖ	
 

従事者数	
 －	
 ２，６６２人	
 

	
 

７８．女川原発３号機の第５回定期検査での上記従事者被曝線量をそれぞれ明らかにして下

さい。	
 

【資料】・女川３号機第５回定期検査（定検中のため平成２１年６月１５日までの実績）	
 

	
 計画値	
 実績値	
 

総線量	
 約０．８６人・Ｓｖ	
 約０．６６人・Ｓｖ	
 

個人の日最大線量	
 ２．００ｍＳｖ	
 １．３４ｍＳｖ	
 

平均線量	
 －	
 ０．２１ｍＳｖ	
 

個人の期間最大線量	
 －	
 ７．８４ｍＳｖ	
 

従事者数	
 －	
 ３，１４９人	
 

	
 

７９．東通原発１号機の第２回定期検査での上記従事者被曝線量をそれぞれ明らかにして下

さい。	
 

【資料】・東通１号機第２回定期検査	
 

	
 計画値	
 実績値	
 

総線量	
 約０．２１人・Ｓｖ	
 約０．４０人・Ｓｖ※	
 

個人の日最大線量	
 ２．００ｍＳｖ	
 １．６０ｍＳｖ	
 

平均線量	
 －	
 ０．２０ｍＳｖ	
 

個人の期間最大線量	
 －	
 ７．１５ｍＳｖｖ	
 

従事者数	
 －	
 ２，０２４人	
 

※申請当初に計画されていなかった、耐震裕度向上工事の追加等により，計画値を上回

ったもの。	
 

	
 

８０．前記女川原発１～３号機および東通原発１号機の定検での	
 ①放射線業務従事者の線

量分布	
 ②計画線量または実績線量が１日当たり１.００ｍＳｖを超えた作業の線量実

績	
 ③高線量作業者と作業内容	
 ④その作業場所の雰囲気および表面線量率について、

それぞれ明らかにして下さい。	
 

【資料】・女川１号機第１８回定検	
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 ①放射線業務従事者の線量分布（単位：人）	
 

区分	
 ５mSv 以下	
 
５mSv を超え	
 

１５mSv 以下	
 

１５mSv を超え	
 

２０mSV 以下	
 
合計	
 

社員	
 ４６３	
 ０	
 ０	
 ４６３	
 

社員外	
 ３，６０１	
 １２０	
 ２	
 ３，７２３	
 

合計	
 ４，０６４	
 １２０	
 ２	
 ４，１８６	
 

②原子炉供用期間中検査関連作業	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：１．６２ｍＳｖ	
 

	
 	
 原子炉再循環系配管等修繕工事	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：１．５８ｍＳｖ	
 

	
 	
 水没弁点検作業	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：０．９１ｍＳｖ	
 

③原子炉再循環系配管等修繕工事	
 	
 	
 	
 	
 １７．５６ｍＳｖ	
 

④雰囲気：２５．００ｍＳｖ／ｈ（最大）	
 

	
 	
 表	
 面：４０．００ｍＳｖ／ｈ（最大）	
 

	
 

・女川２号機第１０回定検（定検中のため平成２１年６月１５日までの実績）	
 

	
 ①放射線業務従事者の線量分布（単位：人）	
 

区分	
 ５mSv 以下	
 
５mSv を超え	
 

１５	
 mSv 以下	
 

１５mSv を	
 

超える	
 
合計	
 

社員	
 ３４８	
 ０	
 ０	
 ３４８	
 

社員外	
 ２，２２１	
 ９３	
 ０	
 ２，３１４	
 

合計	
 ２，５６９	
 ９３	
 ０	
 ２，６６２	
 

②原子炉供用期間中検査関連作業	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：１．２８ｍＳｖ	
 

	
 	
 原子炉再循環系配管等修繕工事	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：１．６０ｍＳｖ	
 

	
 水没弁点検作業	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：１．６１ｍＳｖ	
 

	
 	
 原子炉冷却材浄化系弁類関連作業	
 

	
 	
 	
 ・計画：１．８０	
 ｍＳＶ	
 	
 	
 	
 実績：１．６２ｍＳｖ	
 

③原子炉再循環系配管等修繕工事	
 	
 	
 	
 	
 １３．７６ｍＳｖ	
 

④雰囲気：	
 １．５０ｍＳｖ／ｈ（最大）	
 

	
 	
 表	
 面：２５．００ｍＳｖ／ｈ（最大）	
 

	
 

・女川３号機第５回定検（定検中のため平成２１年６月１５日までの実績）	
 

	
 ①放射線業務従事者の線量分布（単位：人）	
 

区分	
 ５mSv 以下	
 
５mSv を超え	
 

１５mSv 以下	
 

１５mSv を	
 

超える	
 
合計	
 

社員	
 ３７５	
 ０	
 ０	
 ３７５	
 

社員外	
 ２，７６４	
 １０	
 ０	
 ２，７７４	
 

合計	
 ３，１３９	
 １０	
 ０	
 ３，１４９	
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②原子炉供用期間中検査関連作業	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：０．５６ｍＳｖ	
 

	
 	
 原子炉格納容器点検作業	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：０．５０ｍＳｖ	
 

原子炉系弁点検作業（原子炉冷却材浄化系）	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：１．３４ｍＳｖ	
 

	
 	
 原子炉冷却材浄化系隔離弁鉛遮蔽設置工事	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：０．８０ｍＳｖ	
 

③原子炉系弁点検作業（原子炉冷却材浄化系）７．８４ｍＳｖ	
 

④雰囲気：	
 ０．８５ｍＳｖ／ｈ（最大）	
 

	
 	
 表	
 面：	
 ４．００ｍＳｖ／ｈ（最大）	
 

	
 

・東通１号機第２回定検	
 

① 放射線業務従事者の線量分布（単位：人）	
 

区分	
 ５mSv 以下	
 
５mSv を超え	
 

１５mSv 以下	
 

１５mSv を	
 

超える	
 
合計	
 

社員	
 ２５５	
 ０	
 ０	
 ２５５	
 

社員外	
 １，７６６	
 ３	
 ０	
 １，７６９	
 

合計	
 ２，０２１	
 ３	
 ０	
 ２，０２４	
 

②原子炉供用期間中検査関連作業	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：１．３８ｍＳｖ	
 

弁類関連作業（原子炉冷却材浄化系）	
 

・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：１．６０ｍＳｖ	
 

	
 	
 耐震性向上工事	
 

	
 	
 	
 ・計画：２．００	
 ｍＳｖ	
 	
 	
 	
 実績：０．６４ｍＳｖ	
 

③原子炉供用期間中検査関連作業	
 	
 	
 	
 	
 	
 ７．１５ｍＳｖ	
 

④雰囲気：４．００ｍＳｖ／ｈ（最大）	
 

	
 	
 表	
 面：６．００ｍＳｖ／ｈ（最大）	
 

	
 

８１．当年度の女川原子力発電所および東通原子力発電所での従事者被曝で、「年間２０ｍＳ

ｖ」「年間５ｍＳｖ」を超える被曝をした人は何人いましたか。女川原発と東通原発の運

転開始以来の従事者被曝の集団被曝総線量は、それぞれいくらになっていますか。	
 

【資料】・平成２０年度	
 

	
 	
 	
 年間２０ｍＳｖを超える被ばく	
 

	
 	
 	
 ・実績なし	
 

	
 	
 	
 年間５ｍＳｖを超える被ばく	
 

	
 	
 	
 ・女川：放射線業務従事者約４，７００名のうち、１２４名	
 

	
 	
 	
 ・東通：放射線業務従事者約２，０００名のうち、３名	
 

	
 	
 ・運転開始以来（管理区域設定以降）の被ばく総線量	
 

	
 	
 	
 女川：・約３０．８人・Ｓｖ	
 

	
 	
 	
 東通：・約０．６３人・Ｓｖ	
 

	
 

８２．昨年度以降、電磁界問題の調査・研究はどこまで進んでいますか。	
 

【大山副社長】最後に、電磁界の調査および研究の状況に関するご質問につきましてご回答

申しあげます。世界保健機構（ＷＨＯ）の評価を受けた国の検討結果では、磁界の長期
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的な健康影響の可能性については因果関係があるというほどの証拠は見当たらない、と

の見解が示されております。また、産学官が共同して研究を推進すべきとの提言も示さ

れております。当社といたしましても必要な協力を行うとともに、電磁界に関する十分

な情報提供を行うなど理解活動に努めてまいります。	
 

	
 

以上	
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２００９年６月２２日	
 

東北電力(株)	
 代表取締役	
 高橋宏明	
 殿	
 

	
 

株主	
 大場拓俊	
 

	
 

第８５回定時株主総会に対する質問書	
 

	
 

日頃、当社の公益活動ご苦労様です。	
 

さて、下記の質問に対して誠意を持って回答を求めます。	
 

	
 

記	
 

	
 

１．昨年６月に発生した「岩手・宮城内陸地震」に伴う、各部門（発電、送変電、配電）ご

との被害状況と被害額の最終報告を願う。また、宮城県沖地震に向けた対策を説明ねが

う。	
 

【回答なし】 
 
２．昨年度以降、電磁界問題の調査研究はどの程度すすんでおるのか説明ねがう。	
 

【大山副社長】最後に、電磁界の調査および研究の状況に関するご質問につきましてご回答

申しあげます。世界保健機構（ＷＨＯ）の評価を受けた国の検討結果では、磁界の長期

的な健康影響の可能性については因果関係があるというほどの証拠は見当たらない、と

の見解が示されております。また、産学官が共同して研究を推進すべきとの提言も示さ

れております。当社といたしましても必要な協力を行うとともに、電磁界に関する十分

な情報提供を行うなど理解活動に努めてまいります。	
 

	
 

３．今年 2 月 10 日群馬県みなかみ町内において、ヘリの送電線接触で 1 万 7000 戸の停電、

ＪＲ上越線が約２時間半運転見合わせなど、新潟・群馬両県の広範囲に影響を与えた。	
 

	
 	
 このヘリは送電線の巡視中であり、経験豊富な操縦士と巡視活動 34 年間と言われるべて

らん電力従業員であった。事故については調査中であるが、当社においては、このよう

な巡視活動に伴う事故防止のために、どの様な対策をとられているのか説明ねがう。	
 

【回答なし】	
 

以上	
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２００９年７月２７日	
 

東北電力（株）広報・地域交流部	
 

	
 課長	
 山形安生	
 様	
 

脱原発東北電力株主の会	
 

篠原弘典	
 

ＴＥＬ＆ＦＡＸ	
 022-373-7000	
 

	
 

再処理・プルサーマルに関する質問	
 

	
 	
 

	
 東北電力（株）第８５回定時株主総会に提出した事前質問書に対する株主総会での一括回

答及び７月２１日の「説明の場」での回答のなかに、いくつか疑問な点がありますので以下

質問します。出来るだけ丁寧な説明をお願いします。	
 

	
 

１、	
 質問４８に関して	
 

昨年度に発生した使用済燃料は約６１トンで、このうち再処理を行う計画を有しないも

のは約３４トン（５６%）であったのに対して、当年度は約５０トンの使用済燃料のうち

再処理を行う計画を有しないものは約２５トン（５０%）となっています。再処理を行う

計画を有するものと、有しないものを分ける基準はなんですか。	
 

【８月 21 日再回答】「再処理を行う具体的な計画を有するものの量」とは，「原子力発電にお

ける使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律施行規則」第１

１条第１項第１号に基づき国へ届出ているもので，日本原燃（株）への再処理委託予定数

量約１４００トンを各年度の使用済燃料発生予想量に応じて振り分けており，当年度は約

２５トンとして届出ております。	
 

	
 	
 なお、「再処理を行う具体的な計画を有しないものの量」は，同規則によるものではあり

ませんが，当年度使用済燃料発生量（約５０トン）から「再処理を行う具体的な計画を有

するものの量（約２５トン）」を差し引いた，約２５トンとお答えしたものです。	
 

	
 

２、	
 質問４９に関して	
 

日本原燃（株）との再処理委託契約量・約１４００トンは、再処理工場が稼働予定の４

０年での総量ですか。ある時期に追加契約されるのですか。それはどのような時期ですか。	
 

【８月 21 日再回答】日本原燃（株）への再処理委託予定数量約１４００トンは再処理工場竣

工後４０年目の年度末までの契約数量です。現行契約においては，今後追加の予定はあり

ません。	
 

	
 

３、	
 質問５０に関して	
 

平成 20 年度に六ヶ所再処理工場に女川原発から搬出した使用済燃料は、集合体数及び全

Ｕトン数でいくらですか。再処理工場の総受け入れ数はいくらですか。これまで六ヶ所に

輸送した使用済燃料の量を、年度毎に示して下さい。	
 

【８月 21 日再回答】平成２０年度に女川原子力発電所から六ヶ所再処理工場に搬出した使用

済燃料は以下のとおりです。	
 

	
 	
 ○平成２０年５月	
 女川２号機	
 １２８体（約２２ｔ）	
 

	
 

	
 	
 また,日本原燃のホームページに,六ケ所再処理工場の各年度末での総受入れ数量（累積）

が公開されていますので，平成２０年度の受入れ実績は以下のとおり求めることができま
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す。	
 

	
 	
 ○平成２０年度末総受入れ数量（日本原燃ホームページより）	
 

	
 	
 	
 ＢＷＲ	
 	
 ９，３００体（約１，６１２トンＵ）	
 

	
 	
 	
 ＰＷＲ	
 	
 ３，０７４体（約１，３１４トンＵ）	
 

	
 	
 	
 合	
 計	
 １２，３７４体（約２，９２６トンＵ）	
 

	
 	
 ○平成１９年度末総受入れ数量（日本原燃ホームページより）	
 

	
 	
 	
 ＢＷＲ	
 	
 ８，３７６体（約１，４５３トンＵ）	
 

	
 	
 	
 ＰＷＲ	
 	
 ２，５２６体（約１，０８２トンＵ）	
 

	
 	
 	
 合	
 計	
 １０，９０２体（約２，５３５トンＵ）	
 

	
 	
 	
 （注：受入れ数量のトンＵの合計値は，端数処理した値）	
 

	
 	
 ○上記から求められる平成２０年度受入れ実績	
 

	
 	
 	
 ＢＷＲ	
 	
 ９２４体（約１５９ｔ）	
 

	
 	
 	
 ＰＷＲ	
 	
 ５４８体（約２３２ｔ）	
 

	
 	
 	
 合	
 計	
 １４７２体（約３９１ｔ）	
 

	
 	
 ≪参考≫	
 

	
 	
 ○受入れ総量（平成２１年７月２１日現在）	
 

	
 	
 	
 ＢＷＲ	
 	
 ９，３００体（約１、６１２ｔ）	
 

	
 	
 	
 ＰＷＲ	
 	
 ３，３１２体（約１，４１８ｔ）	
 

	
 	
 	
 合	
 計	
 １２，６１２体（約３，０３０ｔ）	
 

	
 

一方,当社がこれまで六ヶ所再処理工場に輸送した使用済燃料の年度別内訳は以下のと

おりとなっています。	
 

	
 	
 	
 平成１２年度	
 女川１号機	
 ６６体（約１１ｔ）	
 

	
 	
 	
 平成１４年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

	
 	
 	
 平成１６年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

平成１７年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

平成１８年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

平成１９年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

平成２０年度	
 女川２号機	
 １２８体（約２２ｔ）	
 

	
 

４、	
 仏国・ラアーグに輸送された使用済燃料は 45 トンで、その中には計算上 301.5kg の核

分裂性プルトニウムが含まれているはずです。しかし仏国で割当を受けたプルトニウム量

は 211kg だとされています。この差 89.5kg はなにによるものですか。Pu-241 の崩壊によ

るものですか。	
 

【８月 21 日再回答】差は，理論値と実績値の違いおよびＰｕ－２４１の減衰によるものと考

えられます。なお,当社が仏国で割当を受けたプルトニウム量は平成２０年１２月末時点の

核分裂性プルトニウム量で約２１０ｋｇです。	
 

	
 

５、	
 女川原発から東海再処理工場に輸送された使用済燃料は 37.6 トンですが、この再処理

はいつ終わっていますか。この使用済燃料には、252kg の核分裂性プルトニウムが含まれ

ていたはずです。ところが、原研機構に在る核分裂性プルトニウムは 11kg であると発表

されています。英国分のプルトニウムの量が少ないのは、再処理工場のトラブルで割当が

遅れているとの説明でしたが、東海の場合、量が極端に少ないのは、どんな理由ですか。

どこに使われたのですか。	
 

【８月 21 日再回答】日本原子力研究開発機構での再処理は平成１８年２月に完了しています。

また,日本原子力研究開発機構での再処理によって回収されたプルトニウムは,理論値と実

績値の差およびＰｕ－２４１の減衰により貴方想定量との間に差があること加え，適宜，



 26 

日本原子力研究開発機構へ売却しており，日本原子力研究開発機構では譲渡したプルトニ

ウムをもんじゅ等で利用しています。	
 

	
 

６、	
 質問５１に関して	
 

原子力発電施設解体費の総見積額が前期 2,177 億円、当期 2,184 億円となっています。

これは女川原発１～３号機、東通原発１号機の解体費用だと思いますが、価格が微妙に違

っているのは何故ですか。	
 

【８月 21 日再回答】原子力発電所の解体費用の総見積額については，その具体的な算定方法

が「原子力発電施設解体引当金等取扱要領（１２資公部第３４０号）」において国により定

められており，経済産業大臣が毎年度承認しています。算定方法の詳細は省略しますが，

算定に係る解体重量および処理処分容量等が毎年変動するため､総見積額に増減が生じる

ものです。	
 

	
 

７、	
 質問２６に関して	
 

「六ヶ所再処理工場が定格運転時に回収されるプルトニウムのうち、当社に割り当てら

れるプルトニウムの量は、年間約 0.2 トンであります。」との説明ですが、このプルトニ

ウムで作れるＭＯＸ燃料は 40 体です。女川 3 号機で予定されるプルサーマルでは最大 228

体装荷するとされていますが、その為には毎年 76 体ＭＯＸ燃料が必要になるはずです。

保有プルトニウム量からして、元々無理な計画ではありませんか。六ヶ所再処理工場のこ

れまでの実績からして、年間 800 トンを処理することは不可能であり、ますます燃料が賄

えなくなるという事態が想定されませんか。	
 

【８月 21 日再回答】一般的に，ＭＯＸ燃料を装荷した炉心では，相対的に制御棒の効きが悪

くなる方向である等，プルトニウムの特徴による影響が生じ得ますが，１／３炉心程度の

装荷量であれば，当該の原子炉で特に問題なくＭＯＸ燃料を装荷できるとの知見が得られ

おり，原子力安全委員会においても，これらを考慮し，１／３炉心程度までの使用範囲で

あれば，ウラン燃料のみを使用した場合と同じ設計・評価が可能であると結論づけていま

す。当社のブルサーマル計画では，ＭＯＸ燃料の使用を１／３炉心程度（最大２２８体）

としていますが，これは，上記検討範囲の上限で安全解析を行い，反応度停止余裕など安

全性に関する項目が制限値を満足していることを確認することで,ＭＯＸ燃料の特性が最

も大きく現れる状態での安全性を確認しているものです。	
 

	
 	
 これに対して，プルトニウム利用計画は，プルサーマル計画を前提とし，プルトニウム

利用のより一層の透明性の向上を図ることを目的に公表しているものであり，プルトニウ

ムの利用は，プルサーマル計画での使用範囲の中で行われるものです。必ずしも毎年７６

体使用するものではありません。	
 

	
 

８、	
 質問２７に関して	
 

「使用済ＭＯＸ燃料の処理方策は、再処理工場の実績や研究開発等をふまえまして、2010

年頃から検討を開始することとしており、当面の間使用済ＭＯＸ燃料は適切な貯蔵管理を

実施しております。」との説明ですが、ここで検討される課題について具体的に説明して

下さい。	
 

【８月 21 日再回答】原子力委員会において，２０１０年頃から開始する第二再処理工場に係

る検討も念頭に、将来の核燃料サイクルについて主として技術的，産業的観点から検討が

進められています。なお，本検討に関する資料（※1）は原子力委員会のホームページにお

いて公開されています。	
 

	
 

※１：「核燃料サイクル分野の今後の展開について【技術的論点整理】」（第２８回原子力安
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全委員会	
 資料１－１）	
 

	
 

９、使用済ＭＯＸ燃料の再処理は六ヶ所再処理工場で可能ですか。もし難しいのであればそ

の理由を明らかにして下さい。2010 年頃から検討を開始する第二再処理工場では、使用済

燃料・使用済ＭＯＸ燃料・使用済回収ウラン燃料・使用済高速増殖炉燃料の全ての再処理

が検討課題となりますか。	
 

【８月 21 日再回答】原子力委員会において，２０１０年頃から開始する第二再処理工場に係

る検討も念頭に，将来の核燃料サイクルについて主として技術的，産業的観点から検討が

進めてられています（※１）。現在の六ヶ所再処理工場は，使用済ＭＯＸ燃料を再処理する

設計にはなっていませんが，本検討において，六ヶ所再処理工場で採用している｢ＰＵＲＥ

Ｘ法｣について以下のとおり評価されており，使用済ＭＯＸ燃料の再処理についても技術的

には可能と考えられています。	
 

	
 	
 ｢軽水炉使用済燃料を対象とした 800tHM/年～1200tHM/年の商業プラントが仏，英，日で

稼働中(あるいは稼動目前)であり,技術的に完成度の高い再処理技術である｡また，商用再

処理プラントを用いて軽水炉ＭＯＸ使用済燃料を再処理した実績を有する｣	
 

｢ＰＵＲＥＸ法を用いてＦＢＲ使用済燃料あるいは軽水炉ＭＯＸ使用済燃料を含む軽水

炉使用済燃料を再処理するに際して,技術の成立性を脅かすような大きな課題は無い｣	
 

また，この検討では，使用済燃料・使用済ＭＯＸ燃料・使用済回収ウラン燃料・使用済

高速増殖炉燃料全ての燃料を第二再処理工場での再処理の対象にしています。	
 

	
 

※１：「核燃料サイクル分野の今後の展開について【技術的論点整理】」（第２８回原子力安

全委員会	
 資料１－１）	
 

	
 

１０、「使用済ＭＯＸ燃料から回収されるプルトニウムは、主に高速増殖炉用の燃料として使

用されることになると考えられます。」との説明ですが、軽水炉用ＭＯＸ燃料として再利

用する計画はありませんか。ないとすればその理由は何ですか。	
 

【８月 21 日再回答】使用済ＭＯＸ燃料の処理の方策は，六ヶ所再処理工場の運転実績，高速

増殖炉及び再処理技術に関する研究開発の進捗状況，核不拡散を巡る国際的な動向等を踏

まえて２０１０年頃から検討が開始されることとなっています。	
 

	
 	
 なお，軽水炉からＦＢＲへの移行を検討した論文（※１）によれば，使用済ＭＯＸ燃料

はプルトニウム含有量が高い（ＢＷＲで約３％（※２））ため，プルトニウムバランスの観

点から，ＦＢＲの燃料として使用することが効率的であると評価されています。	
 

	
 	
 ただし，原子力立国計画（※３）では，ＦＢＲの導入が遅れた場合のシナリオとして，

「商業ベースでのＦＢＲ導入までは，軽水炉使用済燃料を再処理して回収したプルトニウ

ムをプルサーマルで再利用し，プルサーマル使用済燃料はＦＢＲ用に貯蔵することとする

が，必要に応じて再処理して回収プルトニウムを再度プルサーマル燃料として利用する」

とされています。	
 

	
 

※１：「軽水炉から高速炉への移行期にそなえて」（河田東海夫，日本原子力学会誌 vo149	
 

N0.6，2007 年）	
 

※２：「「プルトニウムを燃料とする原子炉の立地評価上必要なプルトニウムに関するめや

す線量について」の適用方法などについて」（平成１０年１１月１６日原子力安全委

員会了承）からの読み取り	
 

※３：「原子力立国計画」	
 総合資源エネルギー調査会	
 電気事業分科会	
 原子力部会	
 平

成１８年８月）	
 

	
 

１１、質問２８に関して	
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「回収された 95％～97％のウラン・プルトニウムは、再利用可能な資源として取り扱わ

れることになります。」との説明ですが、このウラン・プルトニウムをＭＯＸ燃料・回収

ウラン燃料として１回再利用した場合、95％～97％の再利用可能な資源のうち、何％を利

用することになりますか。	
 

【８月 21 日再回答】原子力政策大綱の策定のために原子力委員会に設置された「新計画策定

会議」において，使用済燃料の再処理によってＭＯＸ燃料，回収ウラン燃料を再生した場

合，１％の回収プルトニウムがＭＯＸ燃料として利用されるほか，９４％の回収ウランを

濃縮することで，１３％が回収ウラン燃料として利用され，８１％が劣化ウランとして残

るとの試算がなされています（※１）。	
 

	
 	
 なお，回収ウランの濃縮後に残った８１％の劣化ウランについては，高速増殖炉等への

使用が考えられるため，再利用可能な資源として取り扱われることになります。	
 

	
 

※１：新計画策定会議（第５回）資料第４号	
 

	
 

１２、質問３０に関して	
 

「ＭＯＸ燃料については、国内の軽水炉では、敦賀 1 号及び美浜 1 号で使用実績があり、

少数体ではありますが、燃料の健全性を確認するため、データを分析・評価いたしまして、

燃料の特性を十分に確認しております。」との説明ですが、この敦賀・美浜のデ－タの分

析・評価で確認されたＭＯＸ燃料の特性とはどんなものですか。	
 

【８月 21 日再回答】我が国においては，少数体規模での実証として，ＰＷＲでは関西電力(株)

美浜発電所１号炉において４体のＭＯＸ燃料が１９８８年から１９９１年まで（燃料集合

体平均燃焼度約２３	
 GWd/t），ＢＷＲでは日本原子力発電（株）敦賀１号炉において２体の

ＭＯＸ燃料が１９８６年から１９９０年まで（燃料集合体平均燃焼度約２６	
 GWd/t），それ

ぞれ３サイクルにわたって問題なく照射され，その後の照射後試験により，健全性が確認

されています。	
 

	
 	
 なお，これらの成果は，原子力学会等において報告・発表されており，具体的な成果と

しては，以下が得られています。	
 

○本実証計画の対象燃料は。燃焼後においてもすべて健全であった。	
 

○運転中に得られたＭＯＸ燃料の運転データにより，ＭＯＸ燃料はＵＯ２燃料と同様に設

計することが可能であり，設計コードによる炉心性能の解析値ともよく一致したことが

確認された。	
 

○照射後試験の結果からは,ＭＯＸ燃料はＵＯ２燃料と比べほぼ同等の特性を有しており，

予測される範囲内であることが確認された，	
 

	
 	
 ≪参考≫	
 

	
 	
 	
 □敦賀１号機ＭＯＸ燃料照射後試験内容	
 

○非破壊試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ○破壊試験	
 

・集合体表面熱中性子測定	
 	
 ・パンクチヤー試験	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット融点測定	
 

・集合体表面γ線測定	
 	
 	
 	
 ・被覆管金相試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット熱伝導度測定	
 

・外観観察	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・被覆管内外面観察	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット O/M 比測定	
 

・ECT 欠陥深傷試験	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット金相試験	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット燃焼度分布	
 

・伸び測定	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット径方向 SXMA(EPMA)分析	
 

・外径測定	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット径方向燃焼度分布	
 

・外面酸化膜厚さ測定	
 	
 	
 	
 ・ペレット密度測定	
 

・軸方向γ線強度分布測定	
 	
 	
 

・プレナムスペクトロメトリー	
 

	
 

	
 	
 	
 □美浜１号機ＭＯＸ燃料照射後試験内容	
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○非破巌試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ○破壊試験	
 

・外観観察	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・パンクチャー試験	
 	
 	
 	
 	
 ・被覆管内面観察	
 

・燃料棒寸法測定	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・金相試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・被覆管引張試験	
 

・渦電流欠陥探傷試験	
 	
 	
 	
 	
 ・αオートラジオグラフィ	
 	
 ・被覆管水素分析	
 

・軸方向γ線強度分布測定	
 	
 	
 ・マイクロγ軸スキャニング	
 ・ペレット燃焼度分布	
 

・Ｘ線透過試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット密度測定	
 	
 	
 	
 	
 ・被覆管 54Mn 分析	
 

	
 

１３、質問３７に関して	
 

装荷核燃料のウラン重量は約388トンと変わらないのに、その評価額が昨年度 51億 9100

万円減、当年度 50 億 9400 万円減と 2 年連続減額しています。その理由がいづれも「当期

中の減損が進み、装荷核燃料（資産価値）が減少したため。」と説明されています。過去 5

年間装荷核燃料の価額は、414 億 3300 万円、398 億 900 万円、372 億 3400 万円、320 億 4300

万円、269 億 4900 万円と減少を続けています。定期点検のたびに新燃料を装荷しているに

もかかわらず、5 年連続して資産価値が減少している理由を具体的に説明してください。	
 

【８月 21 日再回答】当社原子力発電電力量に対応して当期中の減損が進むことに加え,減損

燃料取替時に装荷される装荷核燃料の取得価額は一定でないため,装荷核燃料の計上額は

年度毎に見ると変動することによるものです。	
 

	
 

１４、質問３８に関して	
 

「増額している理由につきましては、加工工程半製品代の増加などであります。」との説

明がありましたが、加工工程半製品とはどういう核燃料ですか。また昨年の事前質門書の

質問５８に対する回答で照射核燃料という説明がありましたが、これはどういう核燃料で

すか。加工中等核燃料とは、なになにですか。	
 

【８月 21 日再回答】電気事業会計規則では，固定資産勘定科目の「加工中等核燃料」に整理

される項目として「加工中核燃料，半製品核燃料，完成核燃料，再処理核燃料，雑口」を

定めております。それぞれの項目で整理される内容は以下のとおりです。	
 

	
 	
 「加工中核燃料」・・・加工工程にあるものを整理する。（以降略）	
 

	
 	
 「半製品核燃料」・・・半製品として貯蔵の状態にあるものを整理する。	
 

	
 	
 「完成核燃料」・・・・炉内に装荷されていない貯蔵中の状態にある完成核燃料を整理す

る。一部照射済核燃料を含む。	
 

	
 	
 「再処理核燃料」・・・実用発電用原子炉から取り出された使用済燃料価額及び分離有用

物質の取得価額（中略）を整理する。	
 

	
 	
 「雑口」・・・・・・・濃縮代，成型加工代等の前払い額を整理する。	
 

	
 

ご質問にあります「加工工程半製品」とは，ウラン精鉱から成型加工に至る一連の加工

工程にある燃料のことです。「加工中核燃料」に整理されます。	
 

	
 	
 また，「照射核燃料」に関しては，当社の記録では，昨年の質問に対し「加工中等核燃料

の増加理由は，完成核燃料（未照射核燃料）の増などである」旨回答しておりますところ，

この未照射核燃料とは，完成核燃料体として引渡しを受けたものの原子炉に装荷されてい

ないもののことです。「完成核燃料」に整理されます。	
 

	
 	
 なお，「加工中等核燃料」に含まれる整理項目は前記のとおりです。	
 

	
 

１５、質問４２に関して	
 

「具体的理由につきましては、相手方との契約に関するものであり、回答を控えさせて

いただきます。」という回答ですが、株主総会のために、全株主に送った「第 85 回定時株

主総会招集ご通知」の 35 ページの「個別注記表」の（３）に明確に記載されている内容
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について質問している事にたいして、この様に回答する事は、株主を愚弄する事にはなり

ませんか。相手方とは日本原燃の事なのかという質問に対しても、それを含めて答えられ

ないというのでは、招集通知に記載すべきではないのではありません。	
 

【８月 21 日再回答】相手方との見積もり内容に関する詳細にわたる事項であるため，ご回答

を控えさせていただきますことご理解いただきたいと存じます。なお，招集通知に記載し

ております「個別注記表」につきましては，電気事業会計規則等に基づき作成しているも

のでありますので，当社が恣意的に記載要否を判断できるものではありません。	
 

	
 

１６、プルトニウムは再利用出来る資源として、どの項目にいくらの価額で計上されていま

すか。	
 

【８月 21 日再回答】固定資産勘定科目の「加工中等核燃料」で整理しております。価額につ

いては，附属明細書の記載範囲を超える詳細にわたる事項であるため,回答を控えさせてい

ただきますことご理解いただきたいと存じます。	
 

以上	
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平成２１年８月２１日	
 

	
 	
 東北電力株式会社	
 

	
 

「再処理・プルサーマルに関する質問」へのご回答	
 

	
 

７月２７日付けでご質間のありました「再処理・プルサーマルに関する質問」について，

以下のとおりご回答いたします。	
 

	
 

Ｑ１．昨年度に発生した使用済燃料は約６１トンで，このうち再処理を行う計画を有しない

ものは約３４トン（５６％）であったのに対して，当年度は約５０トンの使用済燃料のうち

再処理を行う計画を有しないものは約２５トン（５０％）となっています，再処理を行う計

画を有するものと有しないものを分ける基準はなんですか。	
 

	
 

Ａ１．	
 

	
 「再処理を行う具体的な計画を有するものの量」とは，「原子力発電における使用済燃料の

再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律施行規則」第１１条第１項第１号に

基づき国へ届出ているもので，日本原燃（株）への再処理委託予定数量約１４００トンを各

年度の使用済燃料発生予想量に応じて振り分けており，当年度は約２５トンとして届出てお

ります。	
 

	
 なお、「再処理を行う具体的な計画を有しないものの量」は，同規則によるものではありま

せんが，当年度使用済燃料発生量（約５０トン）から「再処理を行う具体的な計画を有する

ものの量（約２５トン）」を差し引いた,約２５トンとお答えしたものです。	
 

	
 

Ｑ２、日本原燃（株）との再処理委託契約量・約１４００トンは，再処理工場が稼動予定の

４０年での総量ですか。ある時期に追加契約されるのですか。それはどのような時期ですか。	
 

	
 

Ａ２．	
 

	
 日本原燃（株）への再処理委託予定数量約１４００トンは再処理工場竣工後４０年目の年

度末までの契約数量です。現行契約においては，今後追加の予定はありません。	
 

	
 

Ｑ３．平成２０年度に六ケ所再処理工場に女川原発から搬出した使用済燃料は，集合体数及

び全Ｕトン数でいくらですか。再処理工場の総受け入れ数はいくらですか。これまで六ケ所

に輸送した使用済燃料の量を，年度毎に示してください。	
 

	
 

Ａ３．	
 

	
 平成２０年度に女川原子力発電所から六ケ所再処理工場に搬出した使用済燃料は以下のと

おりです。	
 

	
 	
 ○平成２０年５月	
 女川２号機	
 １２８体（約２２ｔ）	
 

	
 

	
 また,日本原燃のホームページに,六ケ所再処理工場の各年度末での総受入れ数量（累積）

が公開されていますので，平成２０年度の受入れ実績は以下のとおり求めることができます。	
 

	
 	
 ○平成２０年度末総受入れ数量（日本原燃ホームページより）	
 

	
 	
 	
 ＢＷＲ	
 	
 ９，３００体（約１，６１２トンＵ）	
 

	
 	
 	
 ＰＷＲ	
 	
 ３，０７４体（約１，３１４トンＵ）	
 

	
 	
 	
 合	
 計	
 １２，３７４体（約２，９２６トンＵ）	
 

	
 	
 ○平成１９年度末総受入れ数量（日本原黙ホームページより）	
 

	
 	
 	
 ＢＷＲ	
 	
 ８，３７６体（約１，４５３トンＵ）	
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 ＰＷＲ	
 	
 ２，５２６体（約１，０８２トンＵ）	
 

	
 	
 	
 合	
 計	
 １０，９０２体（約２，５３５トンＵ）	
 

	
 	
 	
 （注：受入れ数量のトンＵの合計値は，端数処理した値）	
 

	
 	
 ○上記から求められる平成２０年度受入れ実績	
 

	
 	
 	
 ＢＷＲ	
 	
 ９２４体（約１５９ｔ）	
 

	
 	
 	
 ＰＷＲ	
 	
 ５４８体（約２３２ｔ）	
 

	
 	
 	
 合	
 計	
 １４７２体（約３９１ｔ）	
 

	
 	
 ≪参考≫	
 

	
 	
 ○受入れ総量（平成２１年７月２１日現在）	
 

	
 	
 	
 ＢＷＲ	
 ９，３００体（約１、６１２ｔ）	
 

	
 	
 	
 ＰＷＲ	
 ３，３１２体（約１，４１８ｔ）	
 

	
 	
 	
 合	
 計	
 １２，６１２体（約３，０３０ｔ）	
 

	
 

一方,当社がこれまで六ケ所再処理工場に輸送した使用済燃料の年度別内訳は以下のとお

りとなっています。	
 

	
 	
 	
 平成１２年度	
 女川１号機	
 ６６体（約１１ｔ）	
 

	
 	
 	
 平成１４年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

	
 	
 	
 平成１６年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

平成１７年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

平成１８年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

平成１９年度	
 女川１号機	
 ８８体（約１５ｔ）	
 

平成２０年度	
 女川２号機	
 １２８体（約２２ｔ）	
 

	
 

Ｑ４．仏国･ラアーグに輸送された使用済燃料は４５トンで,その中には計算上３０１．５ｋ

ｇの核分裂性プルトニウムが含まれているはずです。しかし仏国で割当を受けたプルトニウ

ム量は２１１ｋｇだとされています。この差８９．５ｋｇはなにによるものですか。Ｐｕ－

２４１の崩壊によるものですか。	
 

	
 

Ａ４．	
 

	
 差は，理論値と実績値の違いおよびＰｕ－２４１の減衰によるものと考えられます。なお,

当社が仏国で割当を受けたプルトニウム量は平成２０年１２月末時点の核分裂性プルトニウ

ム量で約２１０ｋｇです。	
 

	
 

Ｑ５．女川原発から東海再処理工場に輸送された使用済燃料は３７．６トンですが，この再

処理はいつ終わっていますか。この使用済燃料には，２５２ｋｇの核分裂性プルトニウムが

含まれていたはずです。ところが，原研機構に在る核分裂性プルトニウムは１１ｋｇである

と発表されています。英国分のプルトニウムの量が少ないのは，再処理工場のトラブルで割

当が遅れているとの説明でしたが，東海の場合，量が極端に少ないのは，どんな理由ですか。

どこに使われたのですか。	
 

	
 

Ａ５．	
 

	
 日本原子力研究開発機構での再処理は平成１８年２月に完了しています。また,日本原子力

研究開発機構での再処理によって回収されたプルトニウムは,理論値と実績値の差およびＰ

ｕ－２４１の減衰により貴方想定量との間に差があること加え，適宜，日本原子力研究開発

機構へ売却しており，日本原子力研究開発機構では譲渡したプルトニウムをもんじゆ等で利

用しています。	
 

	
 



 33 

Ｑ６．原子力発電施設解体費の総見積額が前期２，１７７億円，当期２，１８４億円となっ

ています｡これは女川原発１～３号機,東通原発１号機の解体費用だと思いますが，価格が微

妙に違っているのは何故ですか。	
 

	
 

Ａ６．	
 

	
 原子力発電所の解体費用の総見積額については，その具体的な算定方法が「原子力発電施

設解体引当金等取扱要領（１２資公部第３４０号）」において国により定められており，経済

産業大臣が毎年度承認しています。算定方法の詳細は省略しますが，算定に係る解体重量お

よび処理処分容量等が毎年変動するため､総見積額に増減が生じるものです。	
 

	
 

Ｑ７．「六ケ所再処理工場が定格運転時に回収されるプルトニウムのうち，当社に割り当てら

れるプルトニウムの量は，年間０．２トンであります｡」との説明ですが，このプルトニウム

で作れるＭＯＸ燃料は４０体です｡女川３号機で予定されるプルサーマルでは最大２２８体

装荷するとされていますが,その為には毎年７６体ＭＯＸ燃料は必要になるはずです。保有プ

ルトニウム量からして,もともと無理な計画ではありませんか。六ケ所再処理工場のこれまで

の実績からして,年間８００トンを処理することは不可能であり，ますます燃料が賄えなくな

るという事態が想定されませんか，	
 

	
 

Ａ７．	
 

	
 一般的に，ＭＯＸ燃料を装荷した炉心では，相対的に制御棒の効きが悪くなる方向である

等，プルトニウムの特徴による影響が生じ得ますが，１／３炉心程度の装荷量であれば，当

該の原子炉で特に問題なくＭＯＸ燃料を装荷できるとの知見が得られおり，原子力安全委員

会においても，これらを考慮し，１／３炉心程度までの使用範囲であれば，ウラン燃料のみ

を使用した場合と同じ設計・評価が可能であると結論づけています。当社のブルサーマル計

画では，ＭＯＸ燃料の使用を１／３炉心程度（最大２２８体）としていますが，これは，上

記検討範囲の上限で安全解析を行い，反応度停止余裕など安全性に関する項目が制限値を満

足していることを確認することで,ＭＯＸ燃料の特性が最も大きく現れる状態での安全性を

確認しているものです。	
 

	
 これに対して，プルトニウム利用計画は，プルサーマル計画を前提とし，プルトニウム利

用のより一層の透明性の向上を図ることを目的に公表しているものであり，プルトニウムの

利用は，プルサーマル計画での使用範囲の中で行われるものです。必ずしも毎年７６体使用

するものではありません。	
 

	
 

Ｑ８．「使用済ＭＯＸ燃料の処理方策は，再処理工場の実績や研究開発等をふまえまして，２

０１０年頃から検討を開始することとしており，当面の間使用済ＭＯＸ燃料は適切な貯蔵管

理を実施しております｡」との説明ですが，ここで検討される課題について具体的に説明して

ください。	
 

	
 

Ａ８．	
 

	
 原子力委員会において，２０１０年頃から開始する第二再処理工場に係る検討も念頭に、

将来の核燃料サイクルについて主として技術的，産業的観点から検討が進められています。

なお，本検討に関する資料（※1）は原子力委員会のホームページにおいて公開されています。	
 

	
 

※１：「核燃料サイクル分野の今後の展開について【技術的論点整理】」（第２８回原子力安全

委員会	
 資料１－１）	
 

	
 

Ｑ９．使用済ＭＯＸの再処理は六ケ所再処理工場で可能ですか。もし難しいのであればその
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理由を明らかにしてください。２０１０年頃から検討を開始する第二再処理工場では，使用

済燃料・使用済ＭＯＸ燃料・使用済回収ウラン燃料・使用済高速増殖炉燃料全ての再処理が

検討課題となりますか。	
 

	
 

Ａ９．	
 

	
 原子力委員会において，２０１０年頃から開始する第二再処理工場に係る検討も念頭に，

将来の核燃料サイクルについて主として技術的，産業的観点から検討が進めてられています

（※１）。現在の六ケ所再処理工場は，使用済ＭＯＸ燃料を再処理する設計にはなっていませ

んが，本検討において，六ケ所再処理工場で採用している｢ＰＵＲＥＸ法｣について以下のと

おり評価されており，使用済ＭＯＸ燃料の再処理についても技術的には可能と考えられてい

ます。	
 

	
 ｢軽水炉使用済燃料を対象とした 800tHM/年～1200tHM/年の商業プラントが仏，英，日で稼

働中(あるいは稼動目前)であり,技術的に完成度の高い再処理技術である｡また，商用再処理

プラントを用いて軽水炉ＭＯＸ使用済燃料を再処理した実績を有する｣	
 

｢ＰＵＲＥＸ法を用いてＦＢＲ使用済燃料あるいは軽水炉ＭＯＸ使用済燃料を含む軽水炉

使用済燃料を再処理するに際して,技術の成立性を脅かすような大きな課題は無い｣	
 

また，この検討では，使用済燃料・使用済ＭＯＸ燃料・使用済回収ウラン燃料・使用済高

速増殖炉燃料全ての燃料を第二再処理工場での再処理の対象にしています。	
 

	
 

※１：「核燃料サイクル分野の今後の展開について【技術的論点整理】」（第２８回原子力安全

委員会	
 資料１－１）	
 

	
 

Ｑ１０．「使用済ＭＯＸ燃料から回収されるプルトニウムは，主に高速増殖炉の燃料として使

用されることになると考えられます｡」との説明ですが，軽水炉用ＭＯＸ燃料として再利用す

る計画はありませんか。ないとすればその理由は何ですか。	
 

	
 

Ａ１０，	
 

	
 使用済ＭＯＸ燃料の処理の方策は，六ケ所再処理工場の運転実績，高速増殖炉及び再処理

技術に関する研究開発の進捗状況，核不拡散を巡る国際的な動向等を踏まえて２０１０年頃

から検針が開始されることとなっています。	
 

	
 なお，軽水炉からＦＢＲへの移行を検討した論文（※１）によれば，使用済ＭＯＸ燃料は

プルトニウム含有量が高い（ＢＷＲで約３％（※２））ため，プルトニウムバランスの観点か

ら，ＦＢＲの燃料として使用することが効率的であると評価されています。	
 

	
 ただし，原子力立国計画（※３）では，ＦＢＲの導入が遅れた場合のシナリオとして，「商

業ベースでのＦＢＲ導入までは，軽水炉使用済燃料を再処理して回収したプルトニウムをプ

ルサーマルで再利用し，プルサーマル使用済燃料はＦＢＲ用に貯蔵することとするが，必要

に応じて再処理して回収プルトニウムを再度プルサーマル燃料として利用する」とされてい

ます。	
 

	
 

※１：「軽水炉から高速炉への移行期にそなえて」（河田東海夫，日本原子力学会誌 vo149	
 

N0.6，2007 年）	
 

※２：「「プルトニウムを燃料とする原子炉の立地評価上必要なプルトニウムに関するめや

す線量について」の適用方法などについて」（平成１０年１１月１６日原子力安全委

員会了承）からの読み取り	
 

※３：「原子力立国計画」	
 総合資源エネルギー調査会	
 電気事業分科会	
 原子力部会	
 平

成１８年８月）	
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Ｑｌｌ．「回収された９５～９７％のウラン・プルトニウムは，再利用可能な資源として取り

扱われることになります｡」との説明ですが，このウラン・プルトニウムをＭＯＸ燃料･回収

ウラン燃料として１回再利用した場合，９５～９７％の再利用可能な資源のうち，何％を利

用することになりますか，	
 

	
 

Ａ１１．	
 

	
 原子力政策大綱の策定のために原子力委員会に設置された「新計画策定会議」において，

使用済燃料の再処理によってＭＯＸ燃料，回収ウラン燃料を再生した場合，１％の回収プル

トニウムがＭＯＸ燃料として利用されるほか，９４％の回収ウランを濃縮することで，１３％

が回収ウラン燃料として利用され，８１％が劣化ウランとして残るとの試算がなされていま

す（※１）。	
 

	
 なお，回収ウランの濃縮後に残った８１％の劣化ウランについては，高速増殖炉等への使

用が考えられるため，再利用可能な資源として取り扱われることになります。	
 

	
 

※１：新計画策定会議（第５回）資料第４号	
 

	
 

Ｑ１２．「ＭＯＸ燃料については，国内の軽水炉では，敦賀１号及び美浜１号で使用実績があ

り，少数体ではありますが，燃料の健全性を確認するため，データを分析・評価いたしまし

て，燃料の特性を十分に確認しております｡」との説明ですが、この敦賀・美浜のデータ分析・

評価で確認されたＭＯＸ燃料の特性とはどんなものですか，	
 

	
 

Ａ１２．	
 

	
 我が国においては，少数体規模での実証として，ＰＷＲでは関西電力(株)美浜発電所１号

炉において４体のＭＯＸ燃料が１９８８年から１９９１年まで（燃料集合体平均燃焼度約２

３	
 GWd/t），ＢＷＲでは日本原子力発電（株）敦賀１号炉において２体のＭＯＸ燃料が１９８

６年から１９９０年まで（燃料集合体平均燃焼度約２６	
 GWd/t），それぞれ３サイクルにわた

って問題なく照射され，その後の照射後試験により，健全性が確認されています。	
 

	
 なお，これらの成果は，原子力学会等において報告・発表されており，具体的な成果とし

ては，以下が得られています。	
 

○本実証計画の対象燃料は。燃焼後においてもすべて健全であった。	
 

○運転中に得られたＭＯＸ燃料の運転データにより，ＭＯＸ燃料はＵＯ２燃料と同様に設計

することが可能であり，設計コードによる炉心性能の解析値ともよく一致したことが確認さ

れた。	
 

○照射後試験の結果からは,ＭＯＸ燃料はＵＯ２燃料と比べほぼ同等の特性を有しており，予

測される範囲内であることが確認された，	
 

	
 	
 ≪参考≫	
 

	
 	
 	
 □敦賀１号機ＭＯＸ燃料照射後試験内容	
 

○非破壊試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ○破壊試験	
 

・集合体表面熱中性子測定	
 	
 	
 	
 ・パンクチヤー試験	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット融点測定	
 

・集合体表面γ線測定	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・被覆管金相試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット熱伝導度測定	
 

・外観観察	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・被覆管内外面観察	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット O/M 比測定	
 

・ECT 欠陥深傷試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット金相試験	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット燃焼度分布	
 

・伸び測定	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット径方向 SXMA(EPMA)分析	
 

・外径測定	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット径方向燃焼度分布	
 

・外面酸化膜厚さ測定	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット密度測定	
 

・軸方向γ線強度分布測定	
 	
 	
 	
 	
 

・プレナムスペクトロメトリ	
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 □美浜１号機ＭＯＸ燃料照射後試験内容	
 

○非破巌試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ○破壊試験	
 

・外観観察	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・パンクチャー試験	
 	
 	
 	
 	
 ・被覆管内面観察	
 

・燃料棒寸法測定	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・金相試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・被覆管引張試験	
 

・渦電流欠陥探傷試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・αオートラジオグラフィ	
 	
 ・被覆管水素分析	
 

・軸方向γ線強度分布測定	
 	
 	
 	
 ・マイクロγ軸スキャニング	
 ・ペレット燃焼度分布	
 

・Ｘ線透過試験	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ・ペレット密度測定	
 	
 	
 	
 ・被覆管 54Mn 分析	
 

	
 

	
 

Ｑ１３．装荷核燃料のウラン重量は約３８８トンと変わらないのに、その評価額が昨年度５

１億９１００万円減，当年度５０億９４００万円減と２年連続減額しています。その理由が

いづれも｢当期中の減損が進み，装荷核燃料(資産価値)が減少したため｡｣と説明されています。

過去５年間装荷核燃料の価額は，４１４億３３００万円，３９８億９００万円，３７２億３

４００万円，３２０億４３００万円，２６９億４９００万円と減少を続けています。定期点

検のたびに新燃料を装荷しているにもかかわらず，５年連続して資産価値が減少している理

由を具体的に説明してください。	
 

	
 

Ａ１３	
 

	
 当社原子力発電電力量に対応して当期中の減損が進むことに加え,減損燃料取替時に装荷

される装荷核燃料の取得価額は一定でないため,装荷核燃料の計上額は年度毎に見ると変動

することによるものです。	
 

	
 

Ｑ１４．「増額している理由につきましては,加工工程半製品代の増加などであります｡」との

説明がありましたが，加工工程半製品とはどういう燃料ですか。また昨年の事前質問書の質

問５８に対する回答で照射核燃料という説明がありましたが，これはどういう核燃料ですか。

加工中等核燃料とは，なになにですか。	
 

	
 

Ａ１４．	
 

	
 電気事業会計規則では，固定資産勘定科目の「加工中等核燃料」に整理される項目として

「加工中核燃料，半製品核燃料，完成核燃料，再処理核燃料，雑口」を定めております。そ

れぞれの項目で整理される内容は以下のとおりです。	
 

	
 	
 「加工中核燃料」・・・加工工程にあるものを整理する。（以降略）	
 

	
 	
 「半製品核燃料」・・・半製品として貯蔵の状態にあるものを整理する。	
 

	
 	
 「完成核燃料」・・・・炉内に装荷されていない貯蔵中の状態にある完成核燃料を整理す

る。一部照射済核燃料を含む。	
 

	
 	
 「再処理核燃料」・・・実用発電用原子炉から取り出された使用済燃料価額及び分離有用

物質の取得価額（中略）を整理する。	
 

	
 	
 「雑口」・・・・・・・濃縮代，成型加工代等の前払い額を整理する。	
 

	
 

ご質問にあります「加工工程半製品」とは，ウラン精鉱から成型加工に至る一連の加工工

程にある燃料のことです。「加工中核燃料」に整理されます。	
 

	
 また，「照射核燃料」に関しては，当社の記録では，昨年の質問に対し「加工中等核燃料の

増加理由は，完成核燃料（未照射核燃料）の増などである」旨回答しておりますところ，こ

の未照射核燃料とは，完成核燃料体として引渡しを受けたものの原子炉に装荷されていない

もののことです。「完成核燃料」に整理されます。	
 

	
 なお，「加工中等核燃料」に含まれる整理項目は前記のとおりです。	
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Ｑｌ５．「具体的理由につきましては，相手方との契約に関するものであり，回答を控えさせ

ていただきます｡」という回答ですが，株主総会のために，全株主に送った「第８５回定時株

主総会招集ご通知」の３５ページの「個別注記表」の（３）に明確に記載されている内容に

ついて質問している事にたいして．この様に回答する事は，株主を愚弄する事になりません

か。相手方とは日本原燃の事なのかという質問に対しても，それを含めて答えられないとい

うのでは,招集通知に記載すべきではないのではありません。	
 

	
 

Ａ１５．	
 

	
 相手方との見積もり内容に関する詳細にわたる事項であるため，ご回答を控えさせていた

だきますことご理解いただきたいと存じます。なお，招集通知に記載しております「個別注

記表」につきましては，電気事業会計規則等に基づき作成しているものでありますので，当

社が恣意的に記載要否を判断できるものではありません。	
 

	
 

Ｑ１６．プルトニウムは再利用出来る資源として，どの項目にいくらの価額で計上されてい

ますか。	
 

	
 

Ａ１６．	
 

	
 固定資産勘定科目の「加工中等核燃料」で整理しております。価額については，附属明細

書の記載範囲を超える詳細にわたる事項であるため,回答を控えさせていただきますことご

理解いただきたいと存じます。	
 

	
 

以	
 上	
 

	
 


